


政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ａ

ａ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

81 76 73 90 ｂ

68 68 72 85 ｂ

420 420 376 430 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

１　やさしく支えあう教育連携の推進

学校教育課・社会教育課

　青少年の健全育成の基本である、家庭、学校、地域を取り巻く社会情勢は、少子化や核家族化の進行、教育力の低下、膨大な量
の情報等の影響を受け、家庭教育の在り方をめぐる問題は複雑さを増しています。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

家庭教育支援事業
  家庭の教育力向上のため、関係する団
体などと連携し、家庭教育支援に関する実
践活動を行う。

　生活シートの取り組みにより、子どもたちの
生活実態を把握し、実践活動を展開すること
は、手段として有効であり、計画どおりに進ん
でいる。

北広島市ＰＴＡ連合会支援
事業

　学校単位のＰＴＡの情報交換を図るととも
に、保護者を対象とした研修会などを通
し、児童生徒の健全育成を進めるため、北
広島市ＰＴＡ連合会への補助金を交付す
る。

　児童生徒に対する保護者としての義務、責
任、指導などの家庭教育全般について、研修
会や講演会を開催し、意識啓発に役立ってい
る。

家庭教育支援事業

生活シートへの関心度【小学校分】（％）
（活動指標の実績値/目標値）

生活シートへの関心度【中学校分】（％）
（活動指標の実績値/目標値）

北広島市ＰＴＡ連合会支援
事業

市、管内、道のＰＴＡ連合会研修会への参
加延べ人数（人）

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

１　家庭の教育力向上への支援内容の充実

□あたたかな家庭づくりへの支援の充実
□地域を取り巻く社会環境の変化や氾濫する情報への対応など、家庭の教育力向上のための学習機会や市民・関係団体と連携
し、家庭教育を支援する柔軟なネットワークを充実します。

　基本的な生活習慣や自立心の育成など、家庭での教育力向上やあたたかな家庭づくりへの支援を進めます。

家庭教育支援事業については引き続き、家庭教育支援実践活動に取り組み、子どもの生活習慣づくり事業の定着を図る必要があ
る。
北広島市ＰＴＡ連合会支援事業については、児童生徒の健全育成を図るため、学校だけでなく家庭での教育力を高めることが必須
であることから、活発なＰＴＡ活動の支援が必要である。

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a 

a 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

0.51 0.63 0.58 0.59 a 

22.2 36.3 46 50 ｂ

4 6 2 7 ｂ

73 77 75 80 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

　不登校児童生徒は増加傾向にあり、その要因は複雑多様化しており、今後も指導・相談体制はもとより、訪問指導においても充実
していく必要があります。各小中学校には心の教室相談員を配置して、児童生徒の悩み事などの相談に当たっていますが、今後も
学校や中央児童相談所などと連携を強化していく必要があります。
　インターネット上で、新しい形のいじめや犯罪被害に巻き込まれるなどのトラブルが全国的に多発しています。このことから、子ども
に情報モラル向上の指導や保護者への啓発をさらに進めていく必要があります。子どもを狙う不審者の出没や犯罪被害は憂慮され
る問題となっており、子どもが安全で安心して生活できるよう、地域で子どもを守り育てる活動や機運の醸成が求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

１　やさしく支えあう教育連携の推進

２　教育相談体制の充実 学校教育課

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

不登校いじめ対策・教育相
談事業

　不登校児童生徒の学校復帰と社会的自
立を支援するため、保護者や学校、関係機
関と連携して、ひきこもりや不登校児童生
徒の解消と未然防止を図る。
　学校や家庭の問題で悩んでいる児童生
徒及びその保護者を対象に、面談や家庭
訪問による相談支援を行い、問題の早期
解決を図る。

不登校の要因は複雑化し、子どもたちが抱え
る問題も多様化している中、不登校児童生徒
の数は減少に至っていないが、適切な指導・
支援により問題の軽減や解消につながって
いる。

青少年健全育成啓発事業

　地域の子どもは地域で育てる活動を推進
するため、学校、ＰＴＡ、自治会、関係団体
と連携し、地域に密着した青少年の健全育
成活動の推進と健全育成の啓発を進め
る。（青少年健全育成大会の開催、講演会
の開催、子どもサポートセンターだより「き
ずな」の発行）

生背幼年の健全育成を学校のみに負わせる
のではなく、ＰＴＡはもとより地域、関係団体が
一丸となって活動を進めている。

不登校いじめ対策・教育相
談事業

不登校児童生徒の割合（％）
（不登校児童生徒数／全児童生徒数）

学校に復帰した児童生徒数（人）

　いじめ・不登校の問題を早期に解消するため、関係機関との連携強化と専門的知識を有する人材の活用を進めます。

□いじめ・不登校の問題を早期に解消するため、訪問指導アドバイザー（臨床心理士）、不登校児童生徒訪問相談員、スクールカウ
ンセラーなど専門的知識を有する人材を積極的に活用します。
□不登校児童生徒の学校復帰に向け、「みらい塾」において学習指導や社会体験活動を行い、集団生活や社会適応能力の向上を
図ります。
□インターネット上での新しい形のいじめやトラブル、犯罪被害を防ぐため、携帯電話の取扱いや情報モラルについて、児童生徒・保
護者に対して啓発を図ります。
□青少年を取り巻く諸問題の把握と早期解決に向け、学校や中央児童相談所などとの連携を強化していきます。

不登校いじめ対策・教育相談事業については、不登校の児童生徒数はここ数年大きな変化がなく、要因も複雑化してきている。個々
のケースに応じた支援をＮＰＯとの協働で進めていく必要がある。
青少年健全育成啓発事業については、学校、ＰＴＡ、自治会、関係団体と連携し、地域に密着した青少年の健全育成活動と活動の
啓発の推進は必要である。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

みらい塾への通級率（％）
（通級児童生徒数／不登校児童生徒数）

青少年健全育成大会参加者数（人）

成果を示す
主な指標

青少年健全育成啓発事業

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

事　業　名 指標名（単位）
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

a

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

2 2 2 3 ｂ

25 6 6 6 a

― ― 20 15 ｂ

― ― 55 70 ｂ

250 100 171 250 ｂ

1 1 1 2 ｂ

180 180 200 180 a

80 68 71 85 ｂ

青少年養成事業参加者数（人）

青春メッセージ参加者数（人）

青少年健全育成振興事業

　本市では、子どもサポートセンターの相談・支援体制の確立や子どもの体験活動の実施など、家庭、学校、地域との連携による青
少年の健全育成を図ってきました。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

１　やさしく支えあう教育連携の推進

３　地域が支える健全育成活動の充実 学校教育課・社会教育課

　青少年を健やかに育む、安全・安心な育成環境を確保するため、家庭、学校、地域との連携を強化し、主体的な健全育成活動を支
援します。

□子どもサポートセンターの相談・支援機能を核として、家庭、学校、地域との連携を強化するとともに、地域の教育力の向上や各
地区の健全育成活動を支援します。
□各種大会や地域の安全・安心講座などを通じて全市的な健全育成に関する意識の高揚を図ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

青少年健全育成振興事業

・各中学校代表者1名が自分の体験等を通
じて感じたことを発表する青春メッセージの
開催
・石狩教育局が主催する「少年の主張」に
代表者を派遣する、青少年リーダー養成事
業の実施
・青少年の体験交流事業

学校だけではなく地域で子どもを育てていく
活動の一つとして必要である。

成人式開催事業

大曲小学校をモデル校として放課後子ども
教室を開催
・週1回程度、長期休業期間中は夏に4回、
冬に4回程度開催
・コーディネーター1名、安全監理員1名、学
習アドバイザー11名を配置して学習支援等
を行う。

全児童生徒の半数以上が登録し、特に低学
年の児童が多く参加しており、子育てへの支
援として効果がある。

　成人を祝う式典と参加者相互の交流を図
るイベントを企画し、成人式を開催。

高い参加率であり、実施方法としては有効で
ある。

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

地域での交流活動（回）
（1団体あたり年平均）

1回あたり参加児童数（人）

青少年体験交流事業参加者数（人）

成人式開催事業

青少年健全育成連絡協議
会支援事業

放課後子ども教室事業

青少年の問題行動認知数（件）

ＳＣ通信発信回数（回）

青少年安全対策事業

青少年健全育成連絡協議
会支援事業

　健全育成連絡協議会の活動を通じて地
域住民の意識啓発を推進し、地域で子ども
を守り、育み、安全安心な地域環境づくり
を目指す。
　６地区の青少年健全育成連絡協議会へ
の補助金の交付を行う。

各地域の特色を生かしながら、あいさつ、見
守り、体験活動など地域ぐるみで活動が展開
されている。

青少年安全対策事業

・各種活動を協働して行い青少年の非行
防止を推進
・専任指導員（非常勤職員）2名を配置し
て、青少年の非行等問題行動に対して、状
況に応じた適切な対応と指導を行う
・スクールガードリーダーによる学校施設、
通学路等の安全確認及び巡回指導を行う
・ネットトラブルから子どもたちを守るため、
中学校においてネットパトロールを実施

各種安全対策を、巡視指導、意識啓発・啓蒙
活動を関係機関と連携して実施している。

放課後子ども教室事業

成人式への参加率（％）
（参加者／対象者）
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今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

○

青少年健全育成連絡協議会支援事業については、各地区の青少年健全育成連絡協議会と連携し、地区の状況に応じた育成環境
の整備を進める必要がある。
青少年安全対策事業については、子どもたちの安全確保を図るため、地域、学校と協力していくことが必要である。通学路安全指導
員の配置については、地域の意向も踏まえ検討していく。
放課後子ども教室事業については、国が昨年7月に定めた「放課後子ども総合プラン」で開催校の拡大が求められており、市内他地
区での開催に向け、運営方法等の検討を行う。
青少年健全育成振興事業については、健やかでたくましい子供の育成を推進するために必要である。
成人式開催事業については、引き続き開催するとともに、若者のふるさと意識を醸成する視点を取り入れる。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ｂ

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

100 100 100 100 a

100 108 82 100 ｂ

3,200 3,383 4,655 3,200 a

2 3 3 8 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

　核家族化や少子化、女性の社会進出などが進む中、家庭における教育環境が著しく変化していることから、幼児の心身の調和の
とれた発達を促し、人格形成の基礎を培う幼児教育の充実が求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

２　「生きる力」を育む学校教育の推進

４　幼児教育の振興・充実 教育総務課

　幼児の調和のとれた心身の発達を促し、「生きる力」の基礎や生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育を充実します。

□多様な体験を重視した特色ある幼児教育を奨励するとともに、障がい児の幼稚園への入園を支援します。
□家庭・地域と幼稚園等の連携を重視するとともに、幼稚園、保育所、小学校の連携を推進します。
□教育環境の向上、教職員研修の充実を図るため、幼稚園活動への支援を行います。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

幼稚園協会連携事業
市内私立幼稚園８園の連携、協力体制を
強化し、幼児教育の振興を図るため、私立
幼稚園協会へ補助金を交付。

会議、研修を実施し、市内8幼稚園の連携、
協力体制を構築するとともに、幼児教育の資
質向上が図られている。

幼稚園振興事業

幼稚園協会連携事業
幼稚園協会加入率（％）
（幼稚園協会加入数／全幼稚園数）

障がい児対象園（円）

幼児教育の振興と保護者の負担軽減を図
るため、幼稚園教員研修、教材教具の整
備並びに障がい児の受け入れに係る人件
費等の経費を交付基準により補助金を交
付する。

　教員の資質向上のための各種研修会参
加、園児用教材や教具等の購入、障がい児
教育に係る経費など、補助金を有効に活用
し、各園の幼児教育の充実が図られている。

幼稚園協会連携事業については、市内私立幼稚園の連携により、幼児教育の資質向上が図られ、また、小学校への入学をスムー
ズにさせることが見込まれること、なお、育成型の補助金ではあるが、子どもを取り巻く情勢は常に変化しており、今後も継続する。
幼稚園振興事業については、幼稚園教育の振興と保護者の負担軽減を図るため、継続していくことが必要である。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

幼稚園振興事業

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

教材費購入額（千円）

研修会参加回数（回）成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a 

a 

a 

a 

a 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

100 100 100 100 a

2.7 2.9 3.1 3.9 ｂ

6.7 6 6.2 7.9 a

67 100 80 100 ｂ

389 375 225 390 ｂ

23.8 24.7 24.1 20 a

5.2 5.1 5.5 7 ｂ

　児童生徒を取り巻く環境が大きく変化する中で、自他の生命を尊重し、健全な人間関係を築く力、美しいものに感動する感性などを
高め、学習や生活に前向きに取り組む力を育てることが求められています。
　いじめや不登校、生徒指導上の課題を抱えている児童生徒に対応するため、悩みや課題を解決できるよう教育相談体制を充実す
るとともに、学校と家庭、地域、関係機関が緊密に連携し、継続的な取組みを進める必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

２　「生きる力」を育む学校教育の推進

５　豊かな心を育む教育の充実 教育総務課、学校教育課

　自然や生命を尊重する心や美しいものに感動する感性、正義を重んじる心などの「豊かな心」を育む教育を充実します。

□人を思いやる心や人とかかわる力を育てる豊かな体験活動を推進します。
□基本的な倫理観や思いやりの心などを育む教育を推進します。
□いじめ、不登校やさまざまな問題に適切な対応をするとともに、自他の理解を深め、よりよい人間関係を醸成する生徒指導を充実
します。
□豊かな感性や想像力を育む読書活動を推進します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

学校教育振興事業

　児童生徒の「生きる力」を育み、自ら課題
を見つけ、主体的、創造的に取り組む資質
を養う総合学習や、学校の創意工夫を活
かした特色ある学校づくり、職業体験を通
して社会人としての自立意識を育てるイン
ターンシップ事業を推進するため、各校の
教育振興協議会に補助金を交付する。

　各学校が創意工夫を凝らした事業を活発に
展開することで、知識の活用や豊かな心の育
成に向けた取組が進められている。

学校図書館活用事業
今後は図書の更新や図書館利用の活性化に
重点を置く必要がある。

創意工夫展・書写展事業

　科学技術への興味関心を高め児童生徒
の創意・創造性の育成と、日本伝統の毛
筆・硬筆を通じて児童生徒の個性の伸長と
豊かな情操を養う。

夏休みの自由研究への積極的な取り組みや
日本の伝統である毛筆等に親しむ機会づくり
となっている。

心の教育推進事業

　子どもたちに基本的な生活習慣や規範
意識を身に付けさせるとともに、自尊感情
や他人への思いやり、生命を尊重する心、
公共の精神など、道徳の時間などを中心
にした豊かな心を養う教育の充実に取り組
む。

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

学校教育振興事業
補助対象事業実施率（％）
（補助対象事業実施校／小中学校数）

中学生１人当たり年間貸出冊数（冊）
（総貸出冊数／全生徒数）

福祉読本編集委員会開催割合（％）
（開催回数／計画回数）

心の教室相談事業

　児童生徒の問題行動の抑制やいじめの
未然防止と早期発見を図るため、市立小
中学校に相談員を配置して、児童生徒等
の悩みや不安、ストレス等の解消を図る。

児童生徒の悩みや不安を早期に発見し解消
に導くことにより、いじめや不登校等の未然
防止につながっている。

小中学校での相談件数（件）

心の教育推進事業

　児童生徒の読書活動や自発的・主体的
学習の拠点となるように学校図書館を整備
し、学校における児童生徒の読書活動の
推進を図る。また学校図書館は、データ
ベースで管理し、学校図書センターを拠点
として学校図書の充実を図る。

市独自の教材として、福祉教育・道徳教育に
活用されており、特に福祉教育に重点を置い
ている市の教育方針に合致している。

創意工夫展参加率（％）
（出展者数／全児童生徒数）

書写展参加率（％）
（出展者数／全児童生徒数）

創意工夫展・書写展事業

小学生１人当たり年間貸出冊数（冊）
（総貸出冊数／全児童数）

心の教室相談事業

学校図書館活用事業
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今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

学校教育振興事業については、児童生徒の学習意欲の向上を図るためには必要な事業であり、各学校では創意工夫をした事業が
展開され、特色ある教育活動や地域との連携強化にもつながっていることから今後も継続していくが、他の事業との関連を図りなが
らより効果的に活用するため検討していく必要がある。
創意工夫展・書写展事業については、児童生徒の情操を養い、創造性を育成するきっかけのひとつとなっている。
心の教育推進事業については、小学校は平成30年度から、中学校は平成31年度から道徳を教科とする新学習指導要領が決定さ
れており、現在の福祉読本について根本的に見直していく必要がある。
心の教室相談事業については、児童生徒の悩みや不安、ストレス等の解消を図るとともに、いじめや不登校の未然防止と早期発見
につなげるために必要である。
学校図書館活用事業については、国の学校図書館図書整備5ヶ年計画や学校図書館法の改正内容を注視しながら、学校図書館の
さらなる活性化を図る必要がある。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

　児童生徒が社会の変化に主体的に対応できるようにするため、基礎･基本の確実な定着を図るとともに、それらを活用する力の育
成に努め、自ら学び、自ら考える力を育てることが求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

２　「生きる力」を育む学校教育の推進

６　確かな学力を育てる教育の充実 学校教育課

　市全体の学習状況を捉え、児童生徒の
学習の課題を明らかにするため標準学力
テストなどを実施する。結果を基に、子ども
の学習意欲を高める指導内容や個に応じ
た指導方法の工夫・改善を行い、学力の向
上を図る。

標準学力検査によって経年変化の把握がで
き、全国学力・学習状況調査によって全国と
の比較による客観的な学力状況、学習環境
を把握し、指導方法の改善を図っている。

　基礎・基本をしっかり身に付けさせ、それらを活用して目標の実現や課題の解決を図ることができる「確かな学力」を育てる教育を
充実します。

□基礎・基本をしっかり身に付けさせ、それらを活用していく力を育てるために、個に応じたきめ細かな指導の充実を図ります。
□総合的な学習の時間を中心に、体験的、問題解決的及び探求的な学習を推進します。
□学ぶ喜びや楽しさが実感できるような授業のあり方について実践的な研究を推進します。
□学力検査等の結果を生かした指導方法の工夫、改善に努めます。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

学校教育相談員活用事業

　教育委員会事務局に学校教育相談員を
配置し、小中学校における教育課程や各
学校における課題に対する指導助言、そ
の他専門的な指導をすることにより、適切
かつ円滑な学校運営を図る。

学校現場の状況を深く理解している教職経験
の豊富な相談員を配置することにより、学校
も相談しやすくなるとともに適切な対応を図る
ことができる。

学力向上推進事業

学力・学習状況調査参加割合（％）
（参加校数／全学校数）

標準学力検査実施割合（％）
（実施校数／全学校数）

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

学校教育相談員活用事業
指導訪問割合（％）
（指導訪問回数／目標回数）

学力向上推進事業

学校教育相談員活用事業については、各学校が抱える様々な教育課題解決に向けた助言や、市内統一の教育方針等の作成にあ
たり、学校教育に対する深い専門的知識を有する人材の配置が必要である。
学力向上推進事業については、児童生徒の学力状況を経年で把握し、分析結果をその後の指導に活用することは必要である。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

ｂ

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

100 100 100 100 a

34 75 52 80 ｂ

4 20 1 2 ｂ

1 2 1 2 ｂ

66.1 73.2 70.1 100 ｂ

12 9.7 3.1 100 ｂ

　健やかな体を育む基礎となる学校体育の充実とともに、体力の源である食の正しい知識と望ましい食習慣の育成が必要です。ま
た、関係機関と連携し、性や薬物乱用に関する指導や啓発活動を促進するとともに、地域ぐるみの安全・安心な環境づくりを促進す
る危機管理体制を確立する必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

２　「生きる力」を育む学校教育の推進

７　健やかな体を育てる教育の充実 教育総務課、給食センター

　体力、運動能力の向上を図るとともに、体力の源である食の正しい知識や望ましい食習慣の確立など「健やかな体」を育てる教育
を充実します。

□健康に必要な知識・実践的な態度を身につけるために、保健教育や体力向上の取組みを推進します。
□望ましい食習慣を身につけ、家庭や地域と連携した食育を推進します。
□安全で安心な給食を提供する取組みを進めるとともに、施設・設備の整備を促進します。
□児童生徒が安心して学校生活が過ごせるよう、地域ぐるみで安全・安心な環境づくりを推進します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

中学校体育連盟支援事業

　中学校体育連盟が実施する市内、管内
大会を通じて、中学生の体位、体力の向
上、スポーツに対する意識の向上と心身の
健全な育成を図るため、交付金を交付す
る。

　毎年、適切に大会を開催し、生徒間の交
流、中学校におけるスポーツの振興が図られ
ており、交付金は有効に活用されている。

全国全道中体連・中学校文
化部活動大会出場支援事
業

　北広島市立中学校の生徒が、日本中学
校体育連盟、北海道中学校体育連盟が主
催する大会に出場する場合や、予選大会
を経て全道規模以上の文化部活動大会等
に出場する場合にその派遣に要する費用
の一部を助成する。

対象生徒、随行の教師が全て参加しており、
それに伴う交通費等の一部を助成しているこ
とから、成果は上がっている。

食に関する指導の推進事業

　児童・生徒に自分で健康を考える力を育
み、将来にわたって健康な生活が送れるよ
うに食の指導の充実を図る。また、家庭・
地域と連携を図った取組の充実を図る。

偏った栄養摂取により児童・生徒の肥満や高
血圧症など生活習慣病の若年化が社会問題
となっていることから、早い時期からの食に関
する指導が大切である。効果的に食指導をす
るために「食の課題と指導の手引き」を作成し
実践指導している。

学校給食衛生管理事業

中体連参加校の割合（％）
（中体連参加校数／全中学校数）

学校給食衛生管理事業
老朽化した機器更新率（％）
（更新台数/更新必要台数）

食に関する指導の推進事業
食に関する授業実施率（％）
（実施時数÷（全学級×年１時間））

全国全道中体連・中学校文
化部活動大会出場支援事
業

中体連全道大会出場生徒数（人）

文化部活動全道大会出場校数（校）

中体連全国大会出場生徒数（人）

  安心・安全な給食を提供するため、衛生
管理面で懸念される老朽化した設備機器
類を整備・更新し、徹底した衛生管理対策
を実施する。

老朽化した施設設備機器類の更新を耐用年
数等を考慮して計画的に進めていくためには
有効である。

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

中学校体育連盟支援事業
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今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

中学校体育連盟支援事業については、生徒の体力の向上とスポーツの振興のため継続する。
全国全道中体連・中学校文化部活動大会出場支援事業については、部活動の推進、保護者の負担軽減を図るうえから支援を継続
していくことは必要である。また、部活動は平成24年度学習指導要領から、学校教育の一環として連携されるよう位置付けられたこ
とから、引率教員の旅費は市町村が負担すべきと考える。
食に関する指導の推進事業については、児童・生徒が生涯にわたって健康を維持していくためには、学校給食を通して自分で自分
の健康を考える力を育てることにあり、食に関する指導の充実が大切である。また、食に関する指導を効果的に進めていくために
は、「食の課題と指導の手引き」に基づき食指導を継続的にしていく必要がある。
学校給食衛生管理事業については、給食の衛生管理を良好に維持するため、老朽化した施設設備機器類を計画的に更新していく
必要がある。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ａ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

50 100 100 100 ａ

56.3 100 100 100 ａ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

　児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その子の持っている力を高め、学習や生活の困難性の改善や克服をするため、学
校全体で適切な指導･支援が行えるよう特別支援教育の推進体制の充実が求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

２　「生きる力」を育む学校教育の推進

８　特別支援教育の充実 学校教育課

　特別な支援を必要とする子どもたちの
個々の教育的ニーズに対応するため、特
別支援学級に食事や排泄などの介助や移
動時の補助など児童生徒の介助をする特
別支援学級介助員を、通常学級に在籍す
る特別な支援を必要とする児童の生活面
や学習支援等を行う特別支援教育支援員
を配置する。
　また、特別支援教育の教育環境整備、学
校内の体制の整備、学校、保護者に対す
る支援体制の充実を図る。
・特別支援学級介助員を14名配置
・特別支援教育支援員を16名配置
・特別支援学級の備品整備等の教育環境
を整備
・教職員、特別支援教育支援員の資質向
上のため、研修会、講演会、情報交換会を
開催
・相談チームによる相談、指導業務　等

特別な支援を要する児童生徒の情報を教職
員と共有し、細やかな配慮を行うことで、児童
生徒本人のみなず、すべての児童生徒の教
育目標の達成に成果がある。

　一人ひとりの教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導や支援を充実します。

□通常の学級、特別支援学級、通級指導教室での一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援を充実します。
□特別支援教育コーディネーターを中心として全教職員による推進体制を充実します。
□特別支援学校や関係機関との連携を充実します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

特別支援教育推進事業

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

特別支援教育推進事業

支援員配置率（％）
（配置数／必要数）

介助員配置率（％）
（配置数／必要数）

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

Ｃ　見直しや改善が必要

○

特別支援教育推進事業については、特別な支援を要する児童生徒の個々の状況に応じた指導を行うため、特別支援教育支援員を
各中学校に配置し拡大重点化ていく。

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

ｂ

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

88.5 76.6 92 90 a

17.5 22.5 24 25 ｂ

7.2 7.7 8 3.6 ｂ

112.3 114.1 112.7 100 a

67.7 74.1 73.3 100 ｂ

79.5 81.8 76.8 100 ｂ

100 100 100 100 a

14 14 14 14 a

16 16 16 16 a

　変化の激しい社会の中で、北広島市の子ども一人ひとりが創造性豊かに、たくましく生きていくためには、自らを律しつつ、他人とと
もに協調し、他人を思いやる心などの豊かな人間性、基礎的･基本的な内容を確実に身に付け、よりよく問題を解決する資質や能
力、たくましく生きるための健康・体力など、「生きる力」を育むことが求められています。
　児童生徒が社会の変化に主体的に対応できるようにするため、基礎･基本の確実な定着を図るとともに、それらを活用する力の育
成に努め、自ら学び、自ら考える力を育てることが求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

２　「生きる力」を育む学校教育の推進

９　社会の変化や課題に対応した教育の推進 教育総務課、学校教育課

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

外国語指導助手活用事業

　児童・生徒の英語発音やコミュニケーショ
ン能力、国際理解の育成向上を目的に各
学校の外国語授業等に英語指導助手（ＡＬ
Ｔ）を派遣し、外国語授業等の充実を図る。

学校との協議により、現状の人員を最大限効
率的に活用できるように調整して派遣してい
る。

学校ＩＣＴ環境整備事業

姉妹都市子ども大使交流事
業

　小中学生が姉妹都市である東広島市と
相互訪問することにより、ふるさと意識を高
めるとともに、両市の友好親善を深める。
また、広島市原爆死没者慰霊式並びに平
和祈念式に参列することにより、平和を尊
ぶ心の育成を図る。

　交流事業を通じて経験したことを、各校で報
告会の開催や報告集を作成し、校内外に発
表している。

　国際理解、情報、環境、福祉、人権、平和などのさまざまな課題に対して主体的に解決に取り組もうとする態度・能力の育成など
「社会の変化や課題に対応できる力」を育む教育を充実します。

□国際化に対応するため、外国語指導助手(ALT)のもと、コミュニケ―ション能力の育成を図ります。
□情報活用能力の育成や情報モラル教育を推進します。
□市の共通実践課題として、環境、福祉、人権、平和教育を位置づけ、より充実・発展させるための取組みを推進します。
□姉妹都市東広島市との交流を通して、お互いの歴史や文化を理解し、ふるさと意識の醸成を推進します。
□望ましい社会性や勤労観･職業観を育成するキャリア教育を推進します。

　情報化社会へ適応するための情報活用
能力の育成や情報モラル教育を推進する
ため、教育用（生徒児童用）、校務用（教師
用）コンピュータをはじめ、電子黒板等の周
辺機器、授業支援ソフト、通信機能等の整
備を行う。

　ICT機器については、予算の範囲内で計画
どおり更新が図られているが、国が目標とす
る整備水準には満たすには、更なる整備費
の確保が必要となる。また、授業中にICTを
活用して指導できる教員の割合については、
小中学校ともに全国平均以上である。

郷土資料教材化事業

　北広島を故郷として、郷土に対する関心
を深めるため、社会科副読本を作成すると
ともに、各教科に活用できる教育資源をデ
ジタル化した郷土資料教材を作成し、教育
委員会のホームページに登載し地域に根
ざした授業の充実を図る。

時代に即した内容とするため、4年ごとに改定
することとしており、教科書だけでは不足する
部分を補っている。

姉妹都市子ども大使交流事
業

事　業　名 指標名（単位）

学校ＩＣＴ環境整備事業

教育用PC1台当たりの児童生徒数（人）
【教育用PC数/児童生徒数】

小学校の授業でICTを活用指導できる教員
割合(％)
【指導できる教員/小学校教員数】

中学校の授業でICTを活用指導できる教員
割合(％)
【指導できる教員/中学校教員数】

郷土資料教材化事業

小学校におけるＡＬＴによる指導時数割合
（％）（ALT指導時数／外国語活動時数）

中学校におけるＡＬＴによる指導時数割合
（％）（ALT指導時数／外国語活動時数）

外国語指導助手活用事業

校務用PCの充足率（％）
【校務用PC数/教員数】

受入れ児童生徒数（人）

成果を示す
主な指標

編集委員会開催率（％）
（開催回数／目標回数）

派遣児童生徒数（人）
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今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

Ｃ　見直しや改善が必要

○

外国語指導助手活用事業については、将来的に小学校における英語教育が拡大・教科化されることが検討されているが、当面現行
体制で効率的な運用を行っていく。
学校ＩＣＴ環境整備事業については、児童生徒の情報活用能力の育成に向け、継続的に情報機器の更新を行い、併せて保守管理や
セキュリティ機能の充実を図るとともに、タブレット端末等の整備など時代に即した情報機器の整備、更新を計画的に実施する。ま
た、教育機器活用研究連盟との連携により、教職員の活用スキル向上に向けた研修を引き続き実施していく。
郷土資料教材化事業については、小学校3、4年生の地域の産業や消費生活の単元などで、教科書に準じる独自の教材として全小
学校で使用しており、地域に密着した教育を行う上で必要なものである。
姉妹都市子ども大使交流事業については、姉妹都市との交流、郷土学習、平和教育を推進するため、今後も継続して実施する。

施策の総合
評価
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

学校評議員等運営支援事業については、保護者、地域住民等の意見を学校運営に反映させることにより、開かれた学校づくりのさ
らなる充実を図る。
コミュニティ・スクールの導入促進に関する調査研究事業については、国はコミュニティスクール指定校の拡大を推奨しており、今
後、西部地区での4年間の実績を評価・分析し、他地域への拡大の可能性等について検討していく。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

学校評議員等運営支援事
業

学校評議員全体会議開催割合（％）
（会議回数／目標回数）

学校評価委員会開催割合（％）
（会議回数／目標回数）

コミュニティ・スクールの導
入促進に関する調査研究事
業

委員会開催率（％）
（開催回数／目標回数）

　開かれた学校づくりを推進するため、文
部科学省の指定を受け、中学校区での学
校運営協議会の組織、運営体制づくりの
具体的な調査研究を行う。

学校・家庭・地域が協働して子供たちを育む
開かれた学校づくりとして非常に有効である。

　学校の教育活動や運営についてのマネジメント・サイクルに基づいた継続的な評価や評価結果の公表、保護者や地域住民との双
方向の協力、学校関係者からの意見や評価の活用などを通して信頼性の向上と学校改善を図る開かれた学校づくりを推進します。

□家庭や地域の教育的ニーズに対応した教育活動を推進します。
□学校経営プログラムによる学校経営の推進とマネジメント・サイクルによる学校改善を推進します。
□学校関係者からの学校に対する評価や結果、教育活動の成果について、保護者や地域に周知するなど広報活動を充実します。
□地域の方々の教育活動への参加や学校資源を地域へ提供するなど学校と地域の双方向の連携を推進します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

学校評議員等運営支援事
業

　地域や社会に開かれた学校づくりを推進
し、特色ある教育活動の展開を図るため、
小中学校に学校評議員、学校関係者評価
委員を置く。

各学校では、学校評議員の意見や学校関係
者評価委員による評価内容を尊重した学校
改善を行っている。

コミュニティ・スクールの導
入促進に関する調査研究事
業

　学校が保護者や地域から信頼され、期待に応える教育を実現するためには、子どもを中心に据え、地域の意見や要望を生かした
学校経営を進めることが求められています。また、学校からも適時適切な情報提供を行い、学校、家庭、地域が協働して学校改善へ
の取組みを進め、地域に開かれ地域とともに歩む学校づくりも求められています。
　家庭や地域の教育的ニーズに対応した教育活動を推進するとともに、学校関係者評価による学校評価の結果や、教育活動の成
果を保護者や地域へ周知する広報活動などを充実する必要があります。
　地域の方々の教育活動への参加や学校資源を地域へ提供するなど、学校と地域の双方向の連携を推進する必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

３　信頼され、魅力ある学校づくりの推進

１０　開かれた学校づくりの推進 学校教育課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a
高等学校等の就学に必要となる経費の保護
者負担を軽減し、就学の機会の均等に貢献
している。

奨学金支給事業

　経済的な理由によって高等学校等の就
学困難な学生及び生徒に対し、学資の一
部を支給することにより、等しく教育を受け
る機会を与える。

要保護・準要保護児童生徒
援助事業

　生活保護世帯（要保護）や経済的困窮世
帯（準要保護）の児童生徒の保護者に対
し、就学に必要な経済的な援助を行うこと
で、平等に義務教育を受ける権利を保障
する。

厳しい経済状況が続き、支援へのニーズは
減少することがない。

学校施設管理機器整備事
業

　良好な教育環境を維持するために必要
な草刈機、除雪機などの管理機器の保守
管理及び修繕を行うとともに、耐用年数を
経過した機器を更新する。

　児童生徒等の教育環境を良好にかつ適切
に保持・管理することを目的としており、それ
に伴う維持管理機器の保守・修繕であること
から、成果は上がっている。

　保護者の経済的負担の軽減を図るた
め、遠距離通学等で、公共交通機関を利
用して市立小中学校に通学している児童・
生徒及び自家用車による送迎を常としてい
る児童生徒の保護者に通学に要する経費
の一部を支援する。

利用者が一部地域に偏っている面はあるが、
年間170名以上の児童生徒が公共交通機関
等を利用しており、有効に活用されている。

　市内に住所を有し高等学校等に入学した
生活困窮世帯の生徒の保護者の経済的
負担軽減のため、入学時に必要となる経
費の一部として、入学準備金を支給する。

高等学校等の入学時に必要となる入学金以
外の経費の保護者負担を軽減が図られてい
る。

私立学校教育振興事業

　本市に本校を有する私立高等学校が行
う教育活動を支援することにより、私立学
校の教育環境の充実と保護者への負担軽
減を図る。

　教育上必要な教材教具の購入や教育環境
の整備、部活動助成を通して、札幌日大高校
の学校経営に寄与している。

教師用指導書等整備事業

　教員に対し、指導書及び教科書を配布す
ることにより、効率的で統一的な授業を行
うとともに、指導方法の工夫改善等、授業
内容の充実を図る。

全ての学校で統一的な指導を行うことがで
き、子どもたちへの教育的効果は高い。

児童生徒の通学費支援事
業

　新しい教育システムによる魅力ある教育活動や安心して教育活動が行える学校づくり、質の高い学びを支える環境づくりなど社会
の変化や実態にあった教育環境の整備を促進します。

□研修機会の充実や適切な教職員評価を通して、教職員の資質の向上を図ります。
□適正な規模の集団の中で学ぶことができる環境づくりを推進します。
□教育施設の老朽化や、児童生徒数の増減に対応した施設の整備を推進します。
□児童生徒の安全と学習環境の向上に配慮した施設・設備の整備を推進します。
□二学期制や小中一貫教育等の新しい教育システムについて検討を進めます。
□家庭、地域による学校支援の取組みを推進します。
□小・中・高等学校教育等への就学を支援します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

学校教育団体活動支援事
業

教職員の資質の向上と教育内容及び」学
校経営の充実を図るため、教育関係団体
が行う活動の経費の一部を助成する。（対
象団体：教育研究会、校長会、教頭会、進
路指導連絡協議会）

　会議や研修会の開催や各種事業の実施な
ど、その成果は教職員の資質の向上や学校
経営の充実に十分活かされている。

高等学校等入学準備金支
給事業

学校施設空気環境測定事
業

　シックスクール対策の一環として、「学校
環境衛生上の基準」に基づき、教室内のホ
ルムアルデヒド及び揮発性有機化合物に
ついて空気中濃度測定を実施し、良好な
衛生環境確保に努める。

「学校環境衛生の基準」に基づき、児童生徒
の健康及び教育環境の衛生を適切に保持・
管理することが目的であり、施設環境の向上
につながっている。

学校事務機器整備事業
　学校事務の効率化を図るため、必要とな
る事務機器を整備する。（大型事務機器の
保守委託及び修繕、大型事務機器購入）

適切な保守や修繕を実施することで事務機
器を有効に活用することができる。

　学校が、家庭や地域の信頼に応え、公教育としてよりよい魅力のある学校づくりを進めるために、人・物・経費・組織などの教育環
境をより社会の変化や実態にあったものに整備していくことが求められています。
教育施設の老朽化や児童生徒数の増減に対応して、安全・安心な魅力ある施設の整備を進めるとともに、学校規模の適正化を検
討する必要があります。
時代の変化に対応して、新しい教育システムへの取組みや、学校への支援を支える制度の充実、学校の活性化を図る教職員の資
質向上などに努める必要があります。
今日の経済状況の中で、勉学に意欲的な生徒や学生が、経済的な理由で就学が困難になっている傾向が見られ、経済的な負担の
軽減を図る必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

３　信頼され、魅力ある学校づくりの推進

１１ 教育環境の整備
教育総務課、学校教育課

社会教育課
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a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

― 4.4 4.4 6.2 ｂ

― 1.2 1.4 1 a

17.4 19.8 13.6 23.4 ｂ

23.3 23.1 23 24 ｂ

23.5 23.6 23 23 a

73.1 67.7 75.6 75.6 a

90 99 49 100 ｂ

148 266 340 180 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

私立学校教育振興事業

教師用指導書等整備事業

学校施設空気環境測定事
業

測定実施割合（％）
（市内小中学校数/実施小中学校数）

学校事務機器整備事業
保守・整備割合（％）
（実施校/小中学校数）

学校支援地域本部事業

学校を地域全体で支える体制を整えていく
ため、学校支援地域本部を設置し、地域の
住民等の参画による学校支援を推進す
る。

事業内容も浸透してきており、成果は上がっ
てきている。

学校教育団体活動支援事業については、北広島市の教育活動振興のため、各種研究会の実施など実績、効果を上げている。ま
た、校長会、教頭会の補助金については全道、管内校長会、教頭会の負担金が含まれており、校長、教頭の研修の場も確保され円
滑な学校運営が図られていることから継続実施する。
学校施設空気環境測定事業については、近年、化学物質過敏症が問題となっており、施設管理者として児童生徒の健康を維持する
ための事業であり継続実施する。
学校事務機器整備事業については、教育活動に必要な事務機器であり、計画的な保守、整備・更新を継続する。
学校施設管理機器整備事業については、良好な教育環境を維持するため必要な機器であり、継続して保守管理及び修繕、更新を
行う。
私立学校教育振興事業については、全道的にも当該市町に所在する私立高等学校への支援は行われており、学校教育の一翼を
担っている私立高等学校の教育環境の整備・充実を進めるために継続する。
教師用指導書等整備事業については、必要最小限の購入に努めて継続していく。
児童生徒の通学費支援事業については、遠距離通学する児童生徒の保護者の経済的負担の軽減策として有効に利用されている。
高等学校等入学準備金支給事業については、子どもの貧困対策の推進に関する法律が制定され、地方公共団体にも施策を実施す
ることが求められており、高等教育を受ける機会を確保するためにも必要である。
要保護・準要保護児童生徒援助事業については、生活困窮世帯に対し義務教育の就学に必要な費用を援助するものであり、教育
機会の均等を図る上からも必要である。
奨学金支給事業については、重複給付することにより、必要とされる経費を上回る者には支給しないこととし、少しでも多くの者に給
付できるよう奨学生選考基準を改正した。
学校支援地域本部事業については、引き続き、学校に対する支援を行う。学校支援ボランティア運営費交付金は関係課と協議す
る。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

奨学金支給事業
奨学生選考割合（％）
（選考人数／申請人数）

生徒への支給率（％）
（助成生徒数／全生徒数）

学校施設管理機器整備事
業

保守管理等実施割合（％）
（保守管理実施校/小中学校数）

学校支援地域本部事業

ボランティア登録数（人）

コーディネート事業数（事業）

児童生徒の通学費支援事
業

要保護・準要保護児童生徒
援助事業

児童への援助率（％）
（援助対象児童数／全児童数）

生徒への援助率（％）
（援助対象生徒数／全生徒数）

児童への支給率（％）
（助成児童数／全児童数）

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

学校教育団体活動支援事
業

対象4団体への交付割合（％）
（交付団体／対象団体）

助成対象私立高等学校交付割合（％）
（実施校／対象校）

高等学校等入学準備金支
給事業

入学準備金支給率（％）
（支給者数／進学した卒業者数）

小中学校分充足率（％）
（必要数／購入数）
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ｂ

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

8 8 3 10 ｂ

67 65 62 70 ｂ

3,250 4,000 3,500 4,000 ｂ

116 121 254 250 a

7,200 6,112 7,005 13,000 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

生涯学習市民活動団体支援事業については、引き続き、市民が企画する事業に対し、助成を行う。
元気フェスティバル連携事業については、事業のマンネリ化解消を図るなど、新たな事業展開を模索しつつ、引き続き開催する。
生涯学習振興会支援事業については、北広島団地地区の生涯学習振興会設置に向け、準備を整える。一番早い西部地区の設置
から１０年が経過することから、交付金額の精査、見直し等を行う。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

生涯学習振興会支援事業

生涯学習振興会延べ事業数（回）

生涯学習振興会事業延べ参加者数（人）

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

生涯学習市民活動団体支
援事業

補助事業数（回）

元気フェスティバル連携事
業

参加団体数（団体）

参加者数（人）

　時代にあった生涯学習の基礎づくりを進めるためにも全市的な取組みはもとより、各地区の特色を生かした市民の主体的な生涯
学習活動の支援を推進します。

□市民の学習活動に対する意欲に応えるため身近な学習機会の充実に努め、学びを通したコミュニティづくりに向け、市民が主体
的に取り組む学習活動を支援します。
□社会教育関係団体や市民の主体的な学習活動に対し、団体が自ら個性ある活動を継続するための人材育成や団体運営に対す
る支援の充実を図るとともに、学んだ成果を生かす機会や相互に交流する場を提供します。
□市内のそれぞれの地域が、個性豊かに地域の実情にあった学習活動を展開できるよう、市民と行政との協働による活動を推進し
ます。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

生涯学習市民活動団体支
援事業

学習機会の提供及び生涯学習に取り組む
団体の育成を図るため、市民団体が企画
実施する生涯学習に関する事業に支援を
行う。

市民の主体的な活動を支援する事業である
ことから、年度によって助成事業数にバラつ
きが生じるが、貢献度は大きい。

元気フェスティバル連携事
業

市民の生涯学習に対する理解や関心を深
めるとともに、市民団体の交流や学習成果
を生かす場として、「元気フェスティバル」を
開催する。

市民団体で構成された実行委員会で事業を
行うことにより、市民に定着した事業となって
いることから、手段としては有効であり、成果
もあがっている。

生涯学習振興会支援事業
生涯学習の振興や地域づくり・コミュニティ
活動の要として、生涯学習振興会を支援す
る。

各地区の特色を生かした活動が展開されて
おり、計画どおりに成果が上がっている。

　市民の学習ニーズは、これまでの趣味・教養的な自己実現型だけでなく、少子高齢化に対応した福祉・健康・環境・子育て・防犯な
どの日常生活や、地域の課題解決に向けた学習機会への要望も増加しています。
また、必要な情報が適切に提供されるためのシステムづくりが求められてきていることから、市民の学習ニーズを的確に把握し、市
民が主体的・意欲的に生涯学習に参加できるよう、多様な学習機会を創出するとともに、学習プログラムを工夫していく必要がありま
す。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

４　学びあい、教えあう社会教育の推進

１３　地域や世代を見据えた学習機会の充実 社会教育課、文化課

17



政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ｂ

ｂ

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

26 23 22 ａ

― 8 ― 12 ｂ

― ― 34 50 ｂ

86 82 61 90 ｂ

321 321 197 222 ａ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

国際交流事業については、事業内容の見直しや会員拡大、組織強化に向けた取り組みを行い、市民に浸透する身近な活動として、
事業を展開する。
フレンドリーセンター運営事業については、事業の実施方法や内容等を精査しつつ、引き続き事業を展開する。
生涯学習支援情報システム整備事業については、図書館システムや施設利用に関する予約など、現在の施設運営に必要不可欠な
ものとなっており、今後とも継続した運用を行い、関係するソフトウエアの適正な管理のための更新を行ていく。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

市民交流事業（記念事業）参加（人）

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

フレンドリーセンター運営事
業

事業における定員充足率（％）
（参加数／定員数）

生涯学習支援情報システム
整備事業

成果を示す
主な指標

市民一人当たり導入費用（円）
（システム費用／人口）

国際交流事業 派遣人数（人）

事　業　名 指標名（単位）

訪問団受入（人）

　社会の変化に適切に対応していくために、社会の要請や個人の学習ニーズに対応した学習機会の充実を図ります。

□各世代別での学習ニーズに応え、産･学･官･民の連携を図り、多様で豊かな学習機会や交流機会の提供を推進します。
□社会の要請や個人の多様な学習ニーズに対応するため、実情に合った学習機会の提供を推進します。
□市民の多様な学習ニーズに的確に対応することや、主体的な学習活動を支援するため、教育情報提供システム「学び舎・楓」の
充実に努め、学習活動への効果的な支援を促進します。
□市民の主体的な学習をサポートするため、ＩＴ予約システムなどによる社会教育施設や公共施設のネットワーク化を図ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

国際交流事業
異文化への理解と国際感覚を持った人材
を育てるため、国際交流協議会を支援す
る。

市民が自主的に活動する団体に対して支援
することは、行政として妥当であり、国際感覚
を持った人材を育成することの貢献度は大き
い。なお、組織の拡大や市民ＰＲなど、効果
的な手法を検討する必要がある。

フレンドリーセンター運営事
業

　障がい者が生涯学習活動を通じて、学び
交流する場を提供する。

障がい児者に学びの場を提供することは、社
会の要請と関係団体の要望に合致している。
なお、日程調整や参加者数の把握など、関係
する団体との綿密な調整が必要である。

生涯学習支援情報システム
整備事業

図書館および生涯学習の拠点施設が持つ
学習機能を充実させるため、公共図書館
システム・学校図書館システム・施設予約
システムからなる生涯学習支援情報システ
ム及び道新記事閲覧システムを運用する。

図書館資料の管理、施設諸室の利用管理・
空き情報の提供など多面的に活用されてお
り、施設運営には欠くことのできない状況に
なっている。

　市民の学習ニーズは、これまでの趣味・教養的な自己実現型だけでなく、少子高齢化に対応した福祉・健康・環境・子育て・防犯な
どの日常生活や、地域の課題解決に向けた学習機会への要望も増加しています。
また、必要な情報が適切に提供されるためのシステムづくりが求められてきていることから、市民の学習ニーズを的確に把握し、市
民が主体的・意欲的に生涯学習に参加できるよう、多様な学習機会を創出するとともに、学習プログラムを工夫していく必要がありま
す。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

４　学びあい、教えあう社会教育の推進

１３　地域や世代を見据えた学習機会の充実 社会教育課、文化課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ｂ

ｂ

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

6,102 6,148 7,211 ― ｂ

11,809 11,649 5,605 ― ｂ

413 425 346 ― ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

林間学園・レクリエーションの森開放事業については、身近で自然と触れ合える施設として、安全・安心な利用に努めていく。
公民館管理事業については、快適に利用できるよう、施設の維持管理を実施していく。
社会教育施設等草刈については、施設の状況に応じ実施していく。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

林間学園・レクリエーション
の森開放事業

事業実績額（千円）

事業実績額（千円）公民館管理事業

事業実績額（千円）社会教育施設等草刈経費

　学習活動を効果的に支援していくために、施設・設備の充実など学習環境の整備を促進します。

□生涯学習活動の推進や社会教育の充実に向け、市民がより利用しやすい社会教育施設の運営を図ります。
□市民の主体的な学習活動を支援するための学習環境を整備するとともに、既存施設の有効活用を図ります。
□学習や研修の機会を提供する公民館施設の充実を図るとともに、地域コミュニティの拠点として計画的な整備を進めます。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

林間学園・レクリエーション
の森開放事業
（社会教育経費）

自然体験、憩いの場として林間学園・レク
リエーションの森を開放する。

フィールドアスレチックの診断に基づき、修繕
が必要なものは修繕を行い、危険な２基は撤
去を行った。

公民館管理事業
（社会教育経費）

快適に利用できるよう、施設の維持管理を
行った。

社会教育施設等草刈経費
（社会教育経費）

快適に利用できる施設となるよう社会教育
施設等（駅西口広場・中央公民館・西の里
公民館・レクの森）の草刈りを行う。

快適に利用できるよう、関係施設の草刈を
行った。

市民が利用しやすい施設となるよう中央及
び西の里公民館を管理、運営する。

　団塊世代の地域社会への参加が進んでおり、これらの方々が地域での生涯学習や市民活動の担い手として、主体的に学ぶことが
でき、学習成果をわかちあうことのできる活動を支援していくため、学習環境を整備していく必要があります。また、これらの活動を円
滑に進めていくためにも、関係施設・設備などを充実していくことが必要です。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

４　学びあい、教えあう社会教育の推進

１４　 施設の充実による学習環境の整備 社会教育課、文化課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

― 57 50 62 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

Ｃ　見直しや改善が必要

○

エコミュージアム普及推進事業については、現状のまま事業を継続していく。

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

エコミュージアム普及推進
事業

まちを好きになる市民大学ＯＢ会会員（人）

　市民のだれもが北広島を良く知り、誇りに思う心を培うとともに、北広島の自然や歴史的遺産を大切に守り育てることができるよう、
学習機会の充実や市民参加による事業を推進します。

□文化遺産の継承を図るため、郷土の歴史資料や伝統的遺産の保存・活用を進めるとともに、市民の文化財を大切に守る心を培
い、市民が身近に郷土文化財などにふれることができるようエコミュージアム構想を推進します。
□郷土に関する学習や、体験学習を通して、郷土の歴史や伝統的遺産を大切に守る心を培い、自らのまちを誇りに思う郷土愛を育
む学習機会を提供します。
□エコミュージアム構想を推進し、各地域の自然遺産・歴史遺産・産業遺産等を現地において保全・活用する環境を整備します。
□重要な郷土資料の保全、住民活動の拠点、情報サービスの発信・提供、資料の展示、学校等と連携した郷土の教育普及活動を
充実します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

エコミュージアム普及推進
事業

　市内にある自然遺産や文化遺産などを
現地で、そのまま保存・育成・展示すること
で魅力ある地域づくりを行う。

市民大学卒業生で構成されるＯＢ会が、自ら
自然遺産や歴史遺産を調査・発表する活動
を通して、多くの市民に知らせることはエコ
ミュージアムの理念に合致しており有効に成
果が上がっているが、構想に掲げたサテライ
トの指定等は、今後の取組みとなる。

　市民が身近なものとして郷土の歴史や文化に親しみ、正しく理解し、郷土を愛する心を育むことが大切です。
　市民自らが、郷土の歴史と文化の理解に努めるとともに、次の世代へ継承するための取組みとして、地域の遺産をあるがままに保
存し、活用する「北広島エコミュージアム構想（まるごときたひろ博物館）」を進める必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

５　郷土愛を育む教育活動の推進

１５　 エコミュージアム構想の展開 エコミュージアムセンター
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

2,662 6,966 6,996 5,000 a

136 146 150 200 ｂ

809 816 800 700 a

4 10 10 10 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

文化財保存・活用事業

　市内には、国指定文化財と市指定文化
財があり、自然、地質及び歴史的に貴重な
ものがあることから、郷土の自然や歴史を
後世に伝えるため適切な保存と活用を図
る。　（文化財調査補助員の配置、旧島松
駅逓所、郷土資料室の管理・運営、赤毛種
保存交付金の交付）

旧島松駅逓所については、限定的ではある
が修繕を行うとともに夏と秋にライトアップを
実施するなど、文化財の適正保存と活用に
取り組んだ。しかしながら、まだ充分とは言え
ず今後も継続実施が必要である。

旧島松駅逓所観覧者数（人）

旧島松駅逓所田植え・稲刈り（人）

文化財保存・活用事業

ふるさと太鼓公演回数（回）

成果を示す
主な指標

Ｃ　見直しや改善が必要

○

文化財保存・活用事業については、今後も文化財、郷土資料の保存・活用、及び展示等での文化財に触れる機会の提供を推進す
る。
郷土文化伝承支援事業については、現状を継続しつつ、内容を精査し経費の効率的な執行に努める。

事　業　名 指標名（単位）

音頭普及事業参加者（人）

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった

郷土文化伝承支援事業

　郷土の歴史資料や伝統的遺産の保存・活用を進めるとともに、市民が身近に郷土文化財などにふれることができる環境の整備を
推進します。

□史跡や歴史資料を適切に保存するとともに、その活用により歴史と文化に対する市民の理解を深め、貴重な文化財の保護を進め
ます。
□郷土の歴史、自然等の調査研究や資料の収集保存を進めます。また、市文化財の指定を行い保存します。
□郷土文化の伝承に対する支援を進めます。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

郷土文化伝承支援事業

北広島市の郷土芸能を後世に伝えるた
め、保存、継承の支援を行う。（広島音頭
保存会、北広島ふるさと太鼓保存会への
交付金の交付）

郷土愛やふるさと意識の醸成をはかるため
の公演事業等において、その出演回数や参
加人数から達成度合いは高い。

　国指定の史跡である旧島松駅逓所や特別天然記念物野幌原始林などの貴重な文化遺産、太古の様子を物語る自然化石などを
守り、次の世代へ正しく継承していく必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

５　郷土愛を育む教育活動の推進

１６　文化財の保存と活用 エコミュージアムセンター
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

8.7 8.6 8.4 9.0 ｂ

96.5 96.5 95.0 95.0 a

111 146 140 125 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

図書館サービス提供事業については、安定した資料購入により、利用の満足度や高い利用率を維持していくことが必要である。近
年の傾向から高齢者の利用が高まってきており、これらの利用に対応するサービスを進めていくほか、高齢などにより来館できない
方々への読書活動支援を進めるため、宅配サービスを継続する。
図書館フィールドネット連携事業については、読書活動を進めていくうえで、ボランティアの活動を支援し、連携していくことは、市民
の要望を適確に把握し、事業運営に反映していくためにも不可欠であることから、今後も継続して推進していく。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

図書館サービス提供事業

市民一人あたり年間貸出冊数（冊）
（年間貸出冊数÷市の人口）

予約処理回答率（％）
（年間処理済件数÷年間予約冊数）

図書館フィールドネット連携
事業

参加者一人に関わる費用（円）
（交付金額÷年間事業参加者数）

　子どもから高齢者まで、あらゆる世代で読書や学習を続けられるよう、市民との協働により図書館サービスの充実を図ります。

□市民が求める資料と情報の提供を図るため、図書や雑誌などの資料の充実に努めるとともに、市民が利用しやすい環境づくりを
進めます。
□地域・学校の読書ネットワークを整備し、読書を楽しみ、学びあう市民意識を醸成します。
□図書館フィールドネットなどの市民との協働により、乳幼児から高齢者までの生涯を通した読書活動の充実をめざします。
□北広島団地住民センターや西の里公民館などの図書室及び図書館の整備・拡充を図ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

図書館サービス提供事業
　市民の文化的教養を高めるための図書
館サービスの提供を行う。

資料の収集を進め、市民の要望に応えるよう
整理、保存を行い利用に供するよう運営して
いる。
また、年間の貸出冊数も全国的に高い水準
を継続している。

図書館フィールドネット連携
事業

　市民協働による図書館運営の根幹として
読書普及事業を促進するため、ボランティ
ア団体で構成する北広島市図書館フィー
ルドネット運営委員会に交付金を交付す
る。

図書館との連携により、団体が独自の年次
計画を作成し、地域に根差した活動を展開す
ることで、多くの事業参加者を募っている。

　北広島市図書館は、平成10年（1998年）にオープンし、開館後10年で貸出し500万冊に到達するなど、市民の読書・生涯学習拠点
として大きな役割を果たしてきました。今後も国が示す「これからの図書館像」を指針とするプランの策定と実施により、今まで以上に
図書館サービスの充実を図ることが求められています。
現在の図書館や学校図書館は、民間事業者・市民などの多くの参加が図られており、官民協働を基盤とした生涯学習の拠点として
の成長が期待されています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

６　生涯にわたる読書活動の推進

１７　図書館サービスの充実 文化課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

3 4 4 4 ｂ

0 0 0 ― ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

事業実績額（千円）

成果を示す
主な指標

幼児読書活動推進事業

幼児読書活動推進事業については、幼稚園・保育園との連携を密にして、未実施園についても拡大していくことが課題である。

事　業　名 指標名（単位）

事業実施園数（園）

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

　子どもの読書活動については、新たな「子どもの読書活動推進計画」を策定し、家庭・学校・地域が一体となった推進をめざしま
す。

□市民との協働を踏まえながら、新たな「子どもの読書活動推進計画」を策定し、学校図書館を中心とした読書環境整備を進めま
す。
□学校図書館においては、蔵書の充実に努めるとともに、幼稚園、保育園とのネットワーク化を推進します。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

幼児読書活動推進事業
（図書館運営経費）

子どもの読書推進計画に基づき、就学前
の幼児に身近で図書館に親しむ取組みと
して、幼児絵本の巡回配置「小豆」を実施
する。

幼児の読書活動推進事業「小豆」は、4園（幼
稚園2園、保育園2園）で実施した。

　子どもの豊かな心を育むため、「子どもの読書活動の推進に関する法律」に基づく「子どもの読書活動推進計画」の策定と、地域と
学校が一体となった実施が求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

６　生涯にわたる読書活動の推進

１８　子どもの読書活動推進 文化課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

9 9 9 9 a

1081 964 873 750 a

― ― 21 21 a

― ― 3 3 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

芸術文化ホール設備修繕
事業

　芸術文化ホール（客席、舞台、音響、照
明設備等）の安全性や芸術文化振興のた
めの機能維持を図るため、保守点検等で
不具合が確認された設備や箇所を修繕す
る。

経年使用による劣化の影響が大きくなるもの
と見込まれるが、設備毎の耐用年数や定期
点検により効率的で計画的な整備や補修を
進めていくことが必要である。

文化団体活動支援事業については、市内の継続した芸術文化振興には必要であることから、より適切な執行に務めるよう指導して
いく。
文化施設修繕事業については、今後も計画的な修繕が必要である。
芸術文化ホール設備修繕事業については、施設の安全な利用を進めるため、計画的な修繕が必要である。

成果を示す
主な指標

施策の総合
評価

実施事業件数（件）

文化施設修繕事業 施設修繕件数（件）

Ｃ　見直しや改善が必要

○

事　業　名 指標名（単位）

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった

事業参加者数（人）

文化団体活動支援事業

芸術文化ホール設備修繕
事業

ホール設備修繕件数（件）

　市民の芸術文化活動を振興するとともに、個性豊かな地域文化の創造に努めます。

□芸術文化創造プランを策定し、芸術文化の創造を担う人材の育成と活動の場の創出を進めます。
□優れた芸術文化活動に対する顕彰を行うとともに、市民が主体的に取り組む芸術文化活動を積極的に支援します。
□ワークショップやセミナーなど、市民が芸術文化を気軽に体験できる機会を提供します。
□芸術文化活動に主体的に取り組んでいる市民団体やサークルを支援します。
□芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、利便性の向上を図ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

文化施設修繕事業

文化団体活動支援事業

　市内の芸術文化の発展のため、市民の
芸術文化活動の支援を目的とする。
　市内の文化団体を統括する北広島市文
化連盟、音楽団体を統括する北広島音楽
協会に補助金を交付する。

北広島市文化連盟・北広島音楽協会ともに
毎年継続して芸術文化事業を実施しており参
加する市民も相当数あり、芸術文化の振興に
寄与している。

　文化施設（芸術文化ホール・図書館）の
機能維持を図るため、保守点検等で不具
合が確認された設備や箇所を修繕する。

経年変化による劣化の影響が大きくなるもの
と見込まれるが、設備毎の耐用年数や定期
点検により効率的で計画的な整備や補修を
進めている。

　社会情勢が大きく変化する中、価値観の多様化などに伴い心の豊かさや生活への潤いが求められており、ますます人々の芸術文
化への関心が高まっています。
本市では、芸術文化ホール開設以来10年余りが経過し、芸術文化を鑑賞する場や活動する機会の充実が図られてきました。
　地域住民との協働により、芸術文化に親しむことができる環境の充実を図ることが必要です。そのため、関係機関との連携や、市
民が主体的に取り組む活動を支援する体制の整備などをさらに進める必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

７　芸術文化活動の振興

１９　個性豊かな地域文化の振興 文化課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

5,759 5,881 3,800 5,000 ｂ

1869 3480 4,762 2,000 a

25 88 35 25 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

Ｃ　見直しや改善が必要

○

芸術文化ホール運営委員会連携事業については、運営委員会が自主的に事業展開を進めるための体制を整えているところであ
る。今後も市民への芸術文化の機会提供の充実を進めていく。
文化施設修繕事業については、芸術文化ホールの運営においても、市の芸術文化振興の上でも安定した活動が必要であり、継続し
た支援を行う。

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

芸術文化ホール運営委員
会連携事業

芸術創造事業参加人数（人）

鑑賞事業参加人数（人）

花ホールスタッフの会支援
等事業

ボランティア養成講座（一般を含む参加者
数の合計）（人）

　市民が芸術文化に親しむことができる環境の充実を図るとともに、市民等との連携による芸術文化ホールの運営を進めます。

□地域の文化活動を支援する財団法人等や地域貢献活動を行う企業との共催、他の公共ホールなどとの連携を推進します。
□芸術文化ホールなどの活用により、市民が芸術文化に親しめる環境づくりを進めます。
□市民との協働により、ボランティア組織の拡充を図りながら、芸術文化ホールの運営を進めます。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

芸術文化ホール運営委員
会連携事業

　芸術鑑賞型事業及び芸術創造事業を展
開するため、北広島市芸術文化ホール運
営委員会に交付金を交付する。

事業の内容により、観客、参加人数には差が
生じるが、アンケート結果などから市民ニー
ズを的確に反映した事業運営を進めていると
考える。また、市民による運営は、実績を積
み重ねることで効果を増していると考える。

花ホールスタッフの会支援
等事業

　市及び芸術文化ホール運営委員会等が
主催する鑑賞事業のサポート活動など、芸
術文化ホール（花ホール）を拠点に活動す
る花ホールスタッフの会を支援する。また、
新たなホールボランティア育成のため、講
習会を実施する。

ボランティアのサポートにより、ホール運営が
安定して行われており、活動は不可欠な状況
となっている。

　芸術文化ホール（客席、舞台、音響、照明設備等）の安全性や芸術文化振興のための機能維持を図るため、保守点検等で不具合
が確認された設備や箇所を修繕する。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

７　芸術文化活動の振興

２０　市民等との連携による芸術文化活動の展開 文化課
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

93 99 114 100 a

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

市民スポーツ活動推進事業については、関係する団体との連携により、事業が運営され、効果的・効率的な事業展開が図られてい
る。なお、今後、時代に合った市民ニーズに応えられる対応（新しい事業の拡大など）を検討する必要がある。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

市民スポーツ活動推進事業
事業参加者数目標達成率（％）
（参加者数/目標値）

　市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション活動に親しむことができるよう、生涯スポーツ活動をはじめ、児童生徒・障
がいのある人のスポーツ・レクリエーション活動の支援を推進します。

□市民だれもが健康で生きがいのある生活がおくれるよう、市民との協働による各種スポーツ教室やスポーツ活動の推進、健康・体
力づくり機会の拡充を図ります。
□市民の自主的な参加と健康・体力づくり機会を拡充するため、各種スポーツイベントの開催をはじめとするスポーツ事業の推進を
図ります。
□体育指導委員や地区振興会と連携し、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の推進を図ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

市民スポーツ活動推進事業

　市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レ
クリエーション活動に親しむことができるよ
う、生涯スポーツ活動をはじめ、児童生徒・
障がいのある人のスポーツ・レクリエーショ
ン活動の支援を推進する。

スポーツ推進委員や関係する団体と連携す
ることにより、多くの参加者を得ていることか
ら、十分な効果が上がっている。

　市民だれもが、健康で生きがいのある生活を築くため、それぞれの体力や年齢、技術、興味、目的に応じて、いつでも、どこでも、
いつまでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現が求められています。
　健康志向の高まりや、団塊世代の定年等によるライフスタイルの変化に伴い、市民ニーズや利用者層の変化に応じた健康・体力
づくり機会の拡充が求められています。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

８　健康づくりとスポーツ活動の推進

２１　健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進 社会教育課

26



政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

a

a

a

ｂ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

62 70 72 100 ｂ

109 135 113 100 a

23 20 30 30 a

96 100 100 100 a

100 100 100 100 a

100 100 100 100 a

加盟員目標達成率（％）
（加盟員数/目標値）

体育協会活動支援事業

スポーツ大会出場支援事業
助成人数目標達成率（％）
（助成人数/目標値）

文化賞・スポーツ賞等表彰
事業

受彰者数（人）

加盟団体目標達成率（％）
（加盟団体数/目標値）

スポーツアカデミー事業
事業参加者数目標達成率（％）
（参加人数/目標値）

文化賞・スポーツ賞等表彰
事業

　優秀な文化活動により、文化の普及振興
に寄与した者及びスポーツ大会において
優秀な成績を収めた選手、スポーツの振
興に寄与した者を顕彰する。

被表彰者は、各賞受賞後も、所属団体、地域
等で活躍し、市の文化・スポーツ振興に寄与
していることから、成果は上がっている。

体育協会活動支援事業
　市民の積極的なスポーツ活動と振興を図
るため、ＮＰＯ法人北広島市体育協会の運
営等を支援する。

市民のスポーツへの意識が高まる中、体育
協会の計画的な事業実施により、成果は上
がっている。

スポーツアカデミー事業

　全国、国際レベルの選手育成及び青少
年の健全育成を図るため、ジュニアスポー
ツ選手強化事業、底辺拡大事業、指導者
養成事業を実施する。

子どもたちの成長に合わせた事業配置であ
ることから、成果は上がっている。

スポーツ大会出場支援事業

　市民の自発的なスポーツ活動の振興を
図るため、国際、全国または全道規模のス
ポーツ大会に出場する選手等に対して、費
用の一部を助成する。

助成を行うことにより、市民スポーツの振興
が図られるとともに、大会出場で得た技術力
などが所属団体等で還元されることは、本市
の競技力の向上につながることから、十分な
成果が上がっている。

Ｃ　見直しや改善が必要

○

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

スポーツ少年団育成事業
加盟団体率（％）
（加盟団体数/目標値）

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった

　競技スポーツを振興するため、スポーツ選手の育成や支援に努めます。
全道大会や全国大会への出場など、大きな目標をもった青少年の夢と希望を実現する競技スポーツの振興を図ります。

□ジュニアスポーツ活動の振興を図るため、北広島少年スポーツアカデミーにおける選手の強化育成や底辺拡大、指導者の養成に
取り組むとともに、中学校部活動への支援などを行います。
□国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、スポーツ大会において優秀な成績をおさめた市民を表彰し、市民の自発的な
スポーツ活動の振興と奨励を図ります。
□市体育協会やスポーツ少年団本部に対して支援を行い団体の組織強化と育成を図ることで、競技者のスポーツ活動の振興を図
ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

スポーツ少年団育成事業
　青少年の健全育成やスポーツ少年団の
組織強化と自主的な活動の推進のため、
スポーツ少年団を支援する。

少子化の影響により、団員数が減少している
なか、。青少年の健全育成やスポーツ振興を
図るため、スポーツ少年団の担う役割は大き
く、支援することは妥当である。

　市民だれもが、健康で生きがいのある生活を築くため、それぞれの体力や年齢、技術、興味、目的に応じて、いつでも、どこでも、
いつまでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現が求められています。
　子どもたちを取り巻く環境の変化に伴い、小中学生の運動不足や体力低下、スポーツ離れなどが問題となっています。スポーツな
どを通じて、子どもの心と体の発達を支援することが重要になってきていることから、幼年期を含めたスポーツ活動の底辺拡大を図
る必要があります。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

８　健康づくりとスポーツ活動の推進

２２　競技スポーツの振興 社会教育課
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今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

スポーツアカデミー事業については、現状継続とする。引き続き、ジュニアスポーツ選手強化事業ほか、事業を実施する。市民ニー
ズに対応した事業内容としていく。
スポーツ大会出場支援事業については、引き続きスポーツ大会出場費の助成を行う。
文化賞・スポーツ賞等表彰事業については、引き続き文化賞・スポーツ賞等表彰式を開催する。
体育協会活動支援事業については、引き続き支援を行いながら、体育協会の組織基盤の強化及び事業内容の拡大などを協議、検
討する必要がある。
スポーツ少年団育成事業については、引き続き支援を行いながら、スポーツ少年団の組織基盤の強化及び事業内容の拡大などを
協議、検討する必要がある。
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政策名

施策名 担当課

現状と課題

基本的方向

施策内容

評価

a

―

―

―

―

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 目標 評価

86 92 86 100 ｂ

今後の方向
性

教育施策審
議会による意
見

学校施設（体育館）開放事業については、引き続き小中学校体育館を開放する。

※事務事業の『評価』欄のについて　～　「ａ　期待した成果があった」、「ｂ　一定の成果があった」、「ｃ　見直しや改善が必要」の三段階で評価

大曲ファミリー体育館改修
事業

施策の総合
評価

Ａ　期待した成果があった Ｂ　一定の成果があった Ｃ　見直しや改善が必要

○ +

運動広場整備事業

市事務事業評価対象外

成果を示す
主な指標

事　業　名 指標名（単位）

学校施設（体育館）開放事
業

学校開放率（％）
（開放学校数/小中学校総数）

自然の森キャンプ場整備事
業

市事務事業評価対象外 ―

多様化する市民ニーズに対応したスポーツ施設の整備と運営を図ります。

□市民が安心して利用しやすいスポーツ・レクリエーション環境を整えるため、スポーツ施設の計画的な整備と改修を進めます。
□日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、学校開放事業をはじめとするスポーツ環境の向上を図ります。
□運動広場の整備を進め、市民が快適にスポーツ・レクリエーション活動を行える場づくりを図ります。

事務事業の
成果と評価

事　業　名 概　　要 主な成果（達成度）

―

学校施設（体育館）開放事
業

　市民の健康維持及び体力向上に資する
ため、小中学校の体育館の開放を行い、
スポーツ活動の場を提供する。

スポーツ活動の場の提供がなされ、計画どお
りの成果が上がっている。

西の里ファミリー体育館改
修事業

市事務事業評価対象外 ―

市事務事業評価対象外 ―

　市民だれもが、健康で生きがいのある生活を築くため、それぞれの体力や年齢、技術、興味、目的に応じて、いつでも、どこでも、
いつまでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現が求められています。
　日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援する施設の機能充実と計画的な整備に努める必要があります。
　本市では、住民プールの簡易温水化など施設の機能の向上や、市民がスポーツ・レクリエーションに親しむことができる機会を提
供するため、各種スポーツ教室の開催や学校体育施設の開放などに取り組んできました。

教育委員会施策の点検・評価書（平成２６年度事業）

８　健康づくりとスポーツ活動の推進

２３　スポーツ施設の整備と運営 社会教育課
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

施策1

1

2

3

200 児童家庭課 93,792 93,976 93,976 継続

201 児童家庭課 ＜1,148＞ 1,148 1,148 継続

202 教育総務課 160 160 160 継続

203 教育総務課 6,886 6,886 6,886 継続

376 教育総務課 0 110 110 110 新規

377 学校教育課 0 440 440 440 新規

施策2

1

2

3

4

301 教育総務課 7,842 7,534 7,534 継続

252 学校教育課 183 183 183 継続

302 学校教育課 34 統合

250 学校教育課 6,219 6,292 6,292 継続

303 学校教育課 15,299 15,770 15,770 継続

拡大 学校教育課 1,003 1,003 1,003 拡大

新規 学校教育課 0 403 5,452 403 新規

施策3

1

2

3

4

304 学校教育課 2,381 2,506 2,506 継続

306 学校教育課 5,367 5,367 5,367 継続

経常 教育総務課 8,112 8,112 8,112 継続

経常 教育総務課 10,934 10,934 10,934 継続

施策4

1

2

212 教育総務課 66,906 78,133 73,482 76,868 見直し

【単位:千円】

小学校教育振興経費（教材・教具等）（経常分8,047・臨時分65）

中学校教育振興経費

中学校教育振興経費（教材・教具等）（経常分7,926・臨時分3,008）

学力検査等の結果を生かした授業方法の改善に努めます。

学校教育相談員活用事業

学校教育相談員を配置し、学校課題に対する指導・助言

学力向上推進事業

標準学力検査の実施、全国学力・学習状況調査の参加、学力向上プロジェクト推進委員会(仮）の開催

小学校教育振興経費

確かな学力を育てる教育の充実

基礎・基本をしっかり身に付けさせ、それらを活用していく力を育てるために、個に応じたきめ細かな指導の充実を図ります。

総合的な学習の時間を中心に、体験的・問題解決的及び探求的な学習を推進します。

学ぶ喜びや楽しさが実感できるような授業のあり方について実践的な研究を推進します。

創意工夫展・書写展事業

創意工夫展・書写展の開催

心の教育推進事業　⇒　「地域に根ざした特色ある学校教育推進事業」（新規）へ統合

福祉読本編集員会の開催と改訂版作成、道徳教育用準教科書の購入　（小　中）

心の教室相談事業

小学校8校、中学校6校に心の教室相談員を配置（1人当たり年間400時間）

政策１　「生きる力」を育む学校教育の推進

幼児教育の振興・充実

多様な体験を重視した特色ある幼児教育を奨励するとともに、障がい児の幼稚園への入園を支援します。

家庭・地域と幼稚園等の連携を重視するとともに、幼稚園、保育所、小学校の連携を推進します。

人を思いやる心や人とかかわる力を育てる豊かな体験活動を推進します。

基本的な倫理観や思いやりの心などを育む教育を推進します。

いじめ、不登校や様々な問題に適切な対応をするとともに、自他の理解を深め、よりよい人間関係を醸成する生徒指導を充実します。

豊かな感性や想像力を育む読書活動を推進します。

学校教育振興事業

私立幼稚園協会補助

幼稚園振興事業

教材費補助・職員研修･障がい児の受入に係る経費の助成

子どもの体力向上推進研究事業

幼・保・小・中と連携した体力づくりや運動習慣、基本的な生活習慣をつくる。小学校低学年における運動嫌いを少なくするため外部指導者の派遣を行う。

豊かな心を育む教育の充実

幼保小連携推進事業

北広島市幼児教育の連携に関する懇話会を開催。幼稚園・保育園・小学校の連携に関する研修会等の開催により、幼児教育から小学校校へのスムーズな移行について検討する。

学校図書館活用事業

学校図書の購入・更新事業、学校図書ネットワークシステム借上げ、学校図書業務委託、図書司書の配置

地域に根ざした特色ある学校教育推進事業

心の教育推進事業と郷土資料教材化事業を統合し、学校教育推進方針を軸とした学校教育推進事業を進める。

教育環境の向上、教職員研修の充実を図るため幼稚園活動への支援を行います。

幼稚園就園奨励費事業

入園料・保育料の減免措置を行う私立幼稚園に助成 対象児童見込み数800名　基準単価変更

幼稚園就園準備支援事業（H26繰越明許費）

子育て支援事業の参加費を助成 対象児童見込み数230名

幼稚園協会連携事業

小学校：総合学習推進事業、郷土学習推進 他、 中学校：学校行事等推進事業、インターンシップ事業 他

学校図書館活用事業【拡大】

学校図書館の充実や、教育活動の支援の充実を図るため、学校規模の大きい中学校には学校司書を1名配置とするため、学校司書を1名増員する。

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

第3章   大志をいだき学ぶまち　～人と文化を育む８つの政策と２４の施策～

ＩＣＴ活用による教育の充実

確かな学力をより効果的に育成するため、ＩＣＴの積極的な活用など指導方法・指導体制の工夫改善を図ります。

教員のＩＣＴ活用指導力向上のための研修等を充実します。

学校ICT環境整備事業

購入済みPCの償還、校務用PC更新、教育用アプリケーションの購入、校務用コンピュータ等学校ICT機器の保守管理
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

施策5

1

2

3

4

223 教育総務課 5,323 5,323 5,323 継続

225 教育総務課 2,100 2,100 2,100 継続

208 給食センター 58 564 61 継続

373 給食センター 32 128 128 継続

207 給食センター 3,850 7,702 7,862 継続

351 給食センター 7,440 1,277 10,451 継続

350 給食センター 0 0 10,122 4,666 見直し

経常 学校教育課 14,352 14,352 14,352 継続

経常 学校教育課 4,612 4,612 4,612 継続

経常 給食センター 714 554 198 継続

経常 給食センター 14,651 10,142 10,142 継続

経常 給食センター 256,022 256,022 256,022 継続

経常 給食センター 37 37 37 継続

施策6

1

2

3

209 学校教育課 2,155 2,222 2,265 継続

211 学校教育課 36,646 42,462 42,462 継続

経常 学校教育課 652 652 652 継続

経常 学校教育課 5,111 5,111 5,111 継続

経常 学校教育課 76 76 76 継続

施策7

1

2

3

4

5

213 学校教育課 15,446 15,688 15,720 継続

拡大 学校教育課 7,037 7,037 拡大

212 教育総務課 66,906 78,221 86,635 継続

228 学校教育課 2,587 統合

300 教育総務課 2,806 2,806 2,806 継続

拡大 教育総務課 448 496 496 拡大

郷土資料教材化事業　⇒　「地域に根ざした特色ある学校教育推進事業」（新規）へ統合

社会科副読本の編集委員会の開催及び改訂版の作成、郷土資料教材化編集委員会の開催のデジタル教材の更新

姉妹都市子ども大使交流事業【拡大】

「ひろしま子ども平和の集い」に引き続き参加するため、引率教諭1名増加等の必要経費を措置する

姉妹都市東広島市との交流を通して、お互いの歴史や文化を理解し、ふるさと意識の醸成を推進します。

望ましい社会性や勤労観・職業観を育成するキャリア教育を推進します。

外国語指導助手活用事業

英語指導助手を4名任用し、中学校の外国語授業及び小学校の外国語活動に派遣し、担当教師とともにチーム・ティーチングで授業を実施

学校ICT環境整備事業

購入済みPCの償還、校務用PC更新、教育用アプリケーションの購入、校務用コンピュータ等学校ICT機器の保守管理

姉妹都市子ども大使交流事業

東広島市、広島市へ小中学生の派遣及び東広島市の小中学生の受入れ及び相互交流　平和を尊ぶ心の育成

外国語指導助手活用事業【拡大】

新学習指導要領が前倒しになる予定を受け、平成29年度から移行措置となる小学校外国語活動の小学校3年生からの支援を行う為、外国語指導助手を2名増員する。

特別支援教育関連協議会

障がい児教育の振興を図るため、北海道障害児教育連盟、北海道言語障害児研究協議会への参加

社会の変化や課題に対応した教育の推進

国際化に対応するため、外国語指導助手（ALT)のもと、コミュニケーション能力の育成を図ります。

情報活用能力の育成や情報モラル教育を推進します。

市の共通実践課題として、環境、福祉、人権、平和教育を位置づけ、より充実・発展させるための取組みを推進します。

特別支援教育推進事業

特別支援学級児童生徒支援へ介助員配置、通常学級児童支援の特別支援教育支援員の配置、各研修事業の実施 他　Ｈ28年度まですべての小中学校に配置

就学指導委員会

特別支援教育を必要とする児童生徒の就学について調査検討する委員会を開催

特別支援教育アドバイザーの配置

障がい児教育の専門的な知識を有する人材を学校教育課に２名配置する。（非常勤）

特別支援教育コーディネーターを中心として全教職員による推進体制を充実します。

特別支援学校や関係機関との連携を充実します。

特別支援教育就学奨励費援助事業

学用品費・通学用品費等の所定の援助　（小・中）

学校給食施設維持管理経費

学校給食を提供する為の施設維持管理経費　（小・中）

学校給食運営経費

学校給食を提供する為の運営経費　栄養士・ボイラー技士等の報酬ほか(小・中)

北海道学校給食研究協議会負担金

学校給食に係る調査研究及び情報交換を行い学校給食の向上を図る　道内市町村が会員

学校管理下中の児童生徒の事故に対する医療費等への補償対応　（小・中）

北広島市小・中学校給食運営委員会経費

学校給食の運営を行うための助言を受ける委員会　委員13名 （小・中）

学校給食衛生管理事業【拡大】

食品の安全衛生管理に対し千歳保健所より指導のあった高性能断熱食缶を整備。Ｈ28スライサー等更新、Ｈ29自動食器洗浄機の更新

学校給食費公会計化事業

給食費収納管理システムを構築し、市会計に組み込み学校給食費運用する。収納管理システムの構築を1年先送りし、平成29年度から着手する。

特別支援教育の充実

通常の学級、特別支援学級、通級指導教室での一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援を充実します。

健やかな体を育てる教育の充実

健康に必要な知識・実践的な態度を身につけるために、保健教育や体力向上の取組みを推進します。

望ましい食習慣を身につけ、家庭や地域と連携した食育を推進します。

食に関する指導の推進事業

食指導に関する事業の実施、家庭・地域と連携を図った取組みの充実

食に関する指導の推進事業【拡大】

栄養教諭による食に関する指導の実施。食物アレルギーに対して正しい理解を促すために、講師を招いて市民向けの講演会を実施。平成２８年度において「食の課題と指導
の手引」の改定・印刷。

学校給食衛生管理事業

給食用食品の微生物検査・理化学検査の実施、給食施設・設備の更新

安全で安心な給食を提供する取組みを進めるとともに、施設・設備の整備を進めます。

児童生徒が安心して学校生活が過ごせるよう、地域ぐるみで安全・安心な環境づくりを推進します。

中学校体育連盟支援事業

中体連春季大会、中体連秋季大会、石狩管内中体連の開催

全国全道中体連・中学校文化部活動大会出場支援事業

交通費･宿泊費・借上げ料・参加負担金の全額補助、中体連選手強化費を廃止

学校保健事業

各種検診事業、関係備品購入、健康づくり研修会の開催　（小・中）

スポーツ振興センター負担金等
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

施策8

1

2

3

4

215 学校教育課 276 276 276 継続

353 学校教育課 394 508 508 継続

拡大 学校教育課 479 382 拡大

施策9

1

2

3

4

5

6

7

216 教育総務課 4,630 4,430 4,430 継続

拡大 教育総務課 150 0 0 拡大

229 学校教育課 12,604 4,334 1,625 継続

240 教育総務課 673 673 673 継続

218 教育総務課 745 2,730 2,730 継続

拡大 教育総務課 931 996 996 拡大

231 教育総務課 9,807 20,000 20,000 継続

217 教育総務課 3,248 3,272 3,272 継続

222 教育総務課 412 1,100 1,100 継続

拡大 教育総務課 966 1,003 1,003 拡大

226 教育総務課 379,150 終了

236 教育総務課 81,507 継続

238 教育総務課 ＜82,950＞ 終了

271 教育総務課 1,030 24,473 継続

275 教育総務課 66,680 終了

360 教育総務課 0 継続

361 教育総務課 316,074 分割

257 教育総務課 279,200 186,300 見直し

276 教育総務課 1,110 35,320 継続

363 教育総務課 1,280 継続

364 教育総務課 1,200 継続

369 教育総務課 1,110 35,320 継続

370 教育総務課 149,327 継続

375 教育総務課 8,659 11,664 1,545 継続

拡大 教育総務課 4,892 4,892 拡大

新規 教育総務課 0 104,900 新規

新規 教育総務課 0 112,300 新規

小中学校周辺環境整備事業

市内小学校敷地内の遊具・駐車場整備

西の里小学校校舎防音機能復旧事業

平成6年度に更新した温度保持換気設備機器類の再更新を実施する。Ｈ29実施設計委託　前年度査定により時期を変更し実施

東部中学校講堂防音機能復旧事業

温度保持換気設備機器類の再更新を実施する。Ｈ27実施設計委託　Ｈ28工事及び工事監理委託

大曲中学校北校舎棟大規模改造事業

旧校舎の老朽化が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施する。Ｈ26実施設計委託　Ｈ27工事及び工事監理委託

大曲東小学校講堂防音機能復旧事業

平成3年度に新設した温度保持換気設備機器類の更新を実施する。Ｈ28実施設計委託　H29工事及び工事監理委託

西の里中学校校舎防音機能復旧事業

平成8年度に更新した温度保持換気設備機器類の再更新を実施する。Ｈ29実施設計委託　前年度査定により時期を変更し実施

学校施設非構造部材耐震化事業

市内小中学校体育館の非構造部材（吊り天井、照明器具、ﾊﾞｽｹｯﾄｺﾞｰﾙ等）について耐震改修を実施。H25調査　事業を延長。H31実施設計委託　 H32以降工事、工事監理委託　

屋体大規模改造・非構造部材耐震化事業

※各校単位で新規事業化

東部中学校校舎大規模改造事業

平成元年度に建築され、老朽化が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施する。Ｈ26実施設計委託　工事期間をH29,H30の2カ年で実施

広葉中学校校舎・講堂防音機能復旧事業（H26繰越明許費）

H26実施設計委託　H27校舎棟・屋体棟の温度保持換気設備機器の更新工事

東部小学校講堂防音機能復旧事業

H27実施設計委託業務　H28講堂防機能音復旧工事

緑ヶ丘小学校校舎・講堂防音機能復旧事業

H26実施設計委託業務　H27校舎・講堂防音機能復旧工事

学校施設管理機器整備事業【拡大】

耐用年数を経過した草刈機、除雪機を更新する

北の台小学校校舎屋体大規模改造・屋体地震補強事業

H25実施設計委託　H26屋体大規模改造及び地震補強工事　H27校舎大規模改造工事

緑陽中学校校舎・屋体地震補強・大規模改造事業

今後の学校のあり方を検討することとしたため、実施年度を1年先送りし、平成30年度からの実施とする。

学校事務機器整備事業

大型事務機保守委託及び修繕、 大型事務機器の購入 （小450中295）

学校放送設備整備事業

学校放送設備の更新　H27更新（事業費は次年度調整）

理科教材等整備事業

理科教材等備品の購入 （小1,680 中1,568）

学校事務機器整備事業【拡大】

学習プリントや保護者・地域へ配布する印刷物作成に必要な事務機器等を整備

学校施設管理機器整備事業

草刈機、除雪機の保守管理・修繕（小231中181）

学校教育団体活動支援事業

教育研究会、校長会、教頭会 への補助金、進路指導協議会への交付金

教師用指導書等整備事業

小中学校用教科書が全面改訂に伴う教師用教科書、指導書の整備　（小　中）

学校施設空気環境測定事業

小中学校、１校につき3教室程度ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物の空気中濃度測定分析 （小383 中290）

適正な規模の集団の中で学ぶことができる環境づくりを推進します。

教育施設の老朽化や、児童生徒数の増減に対応した施設の整備を推進します。

児童生徒の安全と学習環境の向上に配慮した施設・設備の整備を推進します。

二学期制や小中一貫教育等の新しい教育システムについて検討を進めます。

家庭、地域による学校への支援を支える取組みを推進します。

小・中・高等学校教育等への就学を支援します。

学校教育団体活動支援事業【拡大】

双葉、緑ヶ丘小の開校５周年記念事業の一環として、両校で「研究中心校発表会」が開催されるため、本発表会の運営に必要な経費を増額する

学校評議員等運営支援事業

学校評議員（各5名）、学校関係者評価委員（各8名）の委嘱 他、 運営費交付金1校23,000円　

コミュニティ・スクール推進事業【拡大】

現在西部中学校区で行なっているコミュニティスクールを、他の中学校区に広げていく。

教育環境の整備

研修機会の充実や適切な教職員評価を通じて、教職員の資質の向上を図ります。

家庭や地域の教育的ニーズに対応した教育活動を推進します。

学校経営プログラムによる学校経営の推進とマネジメント・サイクルによる学校改善を推進します。

学校関係者からの学校に対する評価や結果、教育活動の成果について、保護者や地域に周知するなど、広報活動を充実します。

地域の方々の教育活動への参加や学校資源を地域へ提供するなど学校と地域の双方向の連携を推進します。

コミュニティ・スクール の導入促進に関する調査研究推進事業【事業名変更】

H25コミュニティ・スクール導入調査研究を実施以降、継続実施と他地区への導入検討

政策２　信頼され、魅力ある学校づくりの推進

開かれた学校づくりの推進

大曲中学校屋体大規模改造事業

屋内体育館は、昭和62年度に改築され、築後28年が経過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事を実施する。H28:工事・工事監理

西の里中学校屋体大規模改造事業

昭和63年度に改築され、築後27年が経過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事を実施する。H28:工事・工事監理

小中学校周辺環境整備事業【拡大】

グレーチングなどの外構工事、屋外物置などの付属建築物及び屋外施設（ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ﾌｪﾝｽ、防球ﾈｯﾄ、樹木の剪定等）を更新
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

新規 教育総務課 0 173,000 新規

新規 教育総務課 0 237,000 新規

新規 教育総務課 0 1,090 新規

新規 教育総務課 0 1,570 新規

新規 教育総務課 0 9,300 新規

新規 教育総務課 0 8,900 新規

317 社会教育課 7,872 7,935 7,935 継続

拡大 社会教育課 1,856 1,856 1,856 拡大

220 学校教育課 2,569 2,809 2,809 継続

232 学校教育課 2,400 2,800 2,800 継続

221 学校教育課 125,160 127,012 122,356 継続

233 学校教育課 5,400 5,400 5,400 継続

309 教育総務課 1,350 1,350 1,350 継続

経常 教育総務課 157 157 157 継続

経常 教育総務課 118,300 110,160 110,160 継続

経常 教育総務課 89,742 86,694 86,694 継続

経常 学校教育課 551 551 551 継続

経常 学校教育課 28 28 28 継続

経常 学校教育課 48 48 48 継続

奨学生選考委員会

奨学生を選考するための委員会開催

北広島市立小学校及び中学校通学区域審議会

通学区域を設定及び変更するため、通学区域審議会を開催する。

小学校管理経費

施設維持管理（修繕費・光熱水費・燃料費・手数料・委託料・借上料ほか）（経常分110,160・臨時分4,746・営繕基金3,394）

中学校管理経費

施設維持管理（修繕費・光熱水費・燃料費・手数料・委託料・借上料ほか）（経常分86,694・臨時分2,665・営繕基金383）

中学校教育振興経費（学校教育課分）

和楽器（箏）の借上げ

義務教育施設整備基金利息積立

義務教育施設整備基金の利息を積立

要保護・準要保護児童生徒援助事業

経済的困窮世帯の児童生徒の学用品費、医療費等の援助を実施。生活保護基準の見直しによる影響が認定基準に及ばないよう援助を実施

奨学金支給事業 

能力があるにもかかわらず、経済的な理由で高等学校等への就学困難な学生に対し、学費等の一部援助として月額5,000円を支給。道の新たな給付型奨学金制度により見直し。

私立学校教育振興事業

札幌日大高校へ1,350千円を補助

学校支援地域本部事業

地域住民等の参画による学校支援の推進

児童生徒の通学費支援事業

バス定期券購入額の1/2助成、自家用車送迎の交通費助成　（小　中）

高等学校等入学準備金支給事業 

経済的困窮世帯の生徒に対し、高等学校等の入学時に必要となる経費の一部助成として20,000円を支給

築後37年から25年が経過し、老朽化が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施する。H30:実施設計　H31～H32：工事・工事監理

大曲小学校校舎防音機能復旧事業

平成11年度校舎に更新した温度保持換気設備機器類の更新を実施する。H30:実施設計　H31：工事・工事監理

大曲東小学校校舎大規模改造事業

平成3年度に新築され、築後24年が経過し、老朽化が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施する。H30:実施設計　H31～H32：工事・工事監理

大曲東小学校屋体大規模改造・非構造部材耐震化事業

平成3年度に新築され、築後24年が経過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事及び非構造部材耐震化工事を実施する。H28:工事・工事監理

東部中学校屋体大規模改造・非構造部材耐震化事業

大曲中学校校舎大規模改造事業

学校支援地域本部事業【拡大】

学校を地域で支える体制の充実を図るため、学校支援コーディネーターを非常勤化する。

平成元年度に新築され、築後26年が経過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事及び非構造部材耐震化工事を実施する。H28:工事・工事監理

北の台小学校講堂防音機能復旧事業

平成9年度講堂に更新した温度保持換気設備機器類の更新を実施する。H30:実施設計　H31：工事・工事監理
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

施策10

1

2

292 社会教育課 60 60 60 継続

拡大 社会教育課 360 450 450 拡大

255 学校教育課 325 325 325 継続

施策11

1

2

3

4

249 学校教育課 13,187 13,057 13,067 継続

374 学校教育課 458 292 292 継続

311 学校教育課 336 統合

施策12

1

2

254 学校教育課 450 統合

256 学校教育課 9,174 9,719 8,944 8,944 見直し

312 学校教育課 1,323 1,041 1,041 継続

拡大 学校教育課 675 625 625 拡大

251 社会教育課 683 696 696 継続

253 学校教育課 65 821 821 821 統合

経常 学校教育課 120 120 120 継続

経常 学校教育課 531 531 531 継続

児童の居場所づくりため、小学校の余裕教室等で学習活動や体育活動を実施する。平成28年度から新たな小学校区で放課後子ども教室を開催する。

成人式開催事業

成人式の開催

青少年健全育成 振興事業　⇒　事業名変更し事業番号311と254を本事業に統合

青春メッセージの開催、青少年リーダー養成・体験交流の推進、健全育成大会、安全安心講演会、センターだより「きずな」発行、地区協議会への補助事業、健全育成活動の展開

青少年健全育成推進委員会

青少年の健全育成に関し調査審議　

青少年健全育成大会の開催、安全安心講演会の開催、子どもサポートセンターだより「きずな」の発行

地域が支える健全育成活動の充実

子どもサポートセンターの相談・支援機能を核として、家庭、学校、地域との連携を強化するとともに、地域の教育力の向上や各地区の健全育成活動を支援します。

各種大会や地域の安心安全講座などを通じて全市的な健全育成に関する意識の高揚を図ります。

青少年健全育成連絡協議会支援事業　⇒　青少年健全育成事業と統合

放課後子ども教室事業【拡大】

いじめ・不登校の問題を早期に解消するため、訪問指導アドバイザー（臨床心理士）、訪問相談員（メンタルフレンド）、スクールカウンセラー（道費）など専門的知識を有する人材を積極的に活用します。

不登校児童生徒の学校復帰に向け、「みらい塾」において学習指導や社会体験活動を行い、集団生活や社会適応能力の向上を図ります。

インターネット上での新しい形のいじめやトラブル、犯罪被害を防ぐため、携帯電話の取扱いや情報モラルについて、児童生徒・保護者に対して啓発を図ります。 

青少年を取り巻く諸問題の把握と早期解決に向け、学校や中央児童相談所などと連携を強化していきます。

不登校いじめ対策・教育相談事業

適応指導教室の運営、指導員2名の配置。訪問指導アドバイザー(臨床心理士）1名配置。教育相談員1名配置。訪問相談員１名配置。

不登校いじめ対策・教育相談事業【拡大】

いじめ等問題対策委員会にかかる経費などの経常経費を本事業に取り込み一括で計上。

青少年健全育成啓発事業　⇒　青少年健全育成事業と統合

北広島市ＰＴＡ連合会支援事業

放課後子ども教室事業

大曲小学校をモデル実施として、放課後や長期休業中に小学校の余裕教室等を活用し、児童の活動拠点を設け、学習支援等の活動を週1回程度行う。コーディネーター等を配置

家庭教育支援事業【拡大】

「子ども朝活」事業を市内各地で展開する

6地区の青少年健全育成連絡協議会への補助事業、健全育成活動の展開、 （1協議会75､000円）

青少年安全対策事業　　※不審者メール配信システムを見直し

専任指導員の配置による各種活動、不審者情報のメール発信、スクールガードリーダーによる通学路等の安全確認、通学路安全指導員を配置 など

政策３　やさしく支えあう教育連携の推進

家庭の教育力向上への支援内容の充実

あたたかな家庭づくりへの支援

地域を取り巻く社会環境の変化や氾濫する情報への対応など、家庭の教育力向上のための学習機会や市民・関係団体と連携し、家庭教育を支援する柔軟なネットワークを充実します。

家庭教育支援事業

子どもたちの学力向上の基礎となる生活習慣づくりを進めるため、家庭教育支援に関する実践活動を実施

青少年健全育成経費

5地区広域指導連絡協議会、北海道青少年育成協会負担金、借上車経費

市PTA連合会への支援として、交流会・研修会の開催、全道・管内研修会への参加、健全育成活動の推進など H25管内研修会等の開催地

教育相談体制の充実
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

施策13

1

3

258 社会教育課 1,500 1,500 1,500 継続

259 社会教育課 675 675 675 継続

313 社会教育課 18,136 18,307 18,307 継続

拡大 社会教育課 6,491 6,491 6,491 拡大

施策14

1

2

3

4

323 社会教育課 1,404 392 1,254 継続

261 社会教育課 757 992 992 継続

262 社会教育課 347 355 355 継続

314 文化課 11,642 11,390 11,390 継続

施策15

1

2

3

352 社会教育課 0 0 0 継続

356 社会教育課 0 0 0 継続

371 企画課 0 0 0 継続

経常 社会教育課 6,713 6,713 6,713 継続

経常 社会教育課 33,374 33,374 33,374 継続

経常 社会教育課 500 500 500 継続

施策16

2

3

4

266 エコミュージアムセンター 4,054 5,708 5,708 継続

拡大 エコミュージアムセンター 3,100 3,100 3,100 拡大

267 企画課 0 0 0 継続

新規 エコミュージアムセンター 0 見積中 見積中 見積中 新規

施策17

1

2

3

268 エコミュージアムセンター 5,920 5,972 5,972 継続

333 エコミュージアムセンター 212 212 212 継続

エコミュージアム構想を推進し、各地域の自然遺産・歴史遺産・産業遺産等を現地において保全・活用する環境を整備します。

重要な郷土資料を保全し、市民参加、情報サービスの発信・提供、資料の展示等、学校等と連携した郷土の教育普及活動を充実します。

エコミュージアム普及推進事業

エコミュージアム拠点施設等整備事業と統合。施設の維持・管理・運営に係る経費。

旧島松駅逓所周辺整備事業

総合行政的な見地から、企画課を中心に整備計画を進めることとした。

所蔵資料の整理とシステム入力や旧島松駅逓所大規模改修に伴う非常勤職員を配置。市内各地にある地域遺産の説明板及び誘導案内板等を設置。

郷土文化伝承支援事業

広島音頭保存会・広島ふるさと太鼓保存会等の補助金交付

エコミュージアム普及推進事業

旧島松駅逓所大規模改修事業

国指定史跡である旧島松駅逓所を老朽化させずに将来へ受け継いでいくため、建物及び敷地内の池、見本田、記念碑、植栽、柵などを修繕する。

文化財の保存と活用

史跡や歴史資料を適切に保存するとともに、その活用により歴史と文化に対する市民の理解を深め、貴重な文化財の保護を進めます。

郷土の歴史、自然等の調査研究や資料の収集保存を進めます。また、市文化財の指定を行い、保存します。

郷土文化、伝承事業に対する支援を進めます。

文化財保存・活用事業

駅逓所及び東記念館郷土資料室の維持管理・開館事業、水稲赤毛種保存会交付金 他 北広島市文化財保護審議会の開催　

政策５　郷土愛を育む教育活動の推進

エコミュージアム構想の展開

1
文化遺産の継承を図るため、郷土の歴史資料や伝統的遺産の保存・活用を進めるとともに、市民の文化財を大切に守る心を培い、市民が身近に郷土文化財などにふれることができるよう
エコミュージアム構想を推進します。

郷土に関する学習や、体験学習を通して、郷土の歴史や伝統的遺産を大切に守る心を培い、自らのまちを誇りに思う郷土愛を育む学習機会を提供します。

林間学園・レクリエーションの森の管理運営

林間学園・レクリエーションの森開放事業

公民館管理事業

中央及び西の里公民館の管理運営

社会教育施設等草刈経費

林間学園・レクリエーションの森整備事業

施設のあり方について検討（企画財政部へ移管）

システム運用し、図書館及び生涯学習の拠点施設が持つ学習機能を充実させる。ｗｉ－ｆｉ化を行う。

施設の充実による学習環境の整備

生涯学習活動の推進や社会教育の充実に向け、市民がより利用しやすい社会教育施設の運営を図ります。

市民の主体的な学習活動を支援するための学習環境を整備するとともに、既存施設の有効活用を図ります。

学習や研修の機会を提供する公民館施設の充実を図るとともに、地域コミュニティの拠点として計画的な整備を進めます。

西の里公民館改修事業

社会教育施設等（駅西口広場、中央及び西の里公民館、レクリエーションの森）の草刈りの実施

公共施設等総合管理計画で検討

フレンドリーセンター施設解体工事事業

公共施設等総合管理計画で検討

生涯学習振興会支援事業【拡大】

団地地区生涯学習振興会の設置と振興会交付金の見直しを行う。

政策４　学びあい、教えあう社会教育の推進

市民の学習活動への支援内容の充実

市民の学習活動に対する意欲に応えるため身近な学習機会の充実に努め、学びを通したコミュニティづくりに向け、市民が主体的に取り組む学習活動を支援します。

2
社会教育関係団体や市民の主体的な学習活動に対し、団体が自ら個性ある活動を継続するための人材育成や団体運営に対する支援の充実を図るとともに、学んだ成果を生かす機会や相互
に交流する場を提供します。

市内のそれぞれの地域が、個性豊かに地域の実情にあった学習活動を展開できるよう、市民と行政との協働による活動を推進します。

生涯学習振興会支援事業

生涯学習振興会への支援

北広島国際交流協議会への支援。　交流派遣事業の個人負担を引き下げ実施。

フレンドリーセンター運営事業

障がい者が生涯学習活動を通じて、学び交流する場の提供

中央公民館活動推進事業

公民館まつり等の開催。施設の改修を終え、今後、生涯学習振興会との連携を検討し、事業の再開する。

生涯学習支援情報システム整備事業

地域や世代を見据えた学習機会の充実

各世代別での学習ニーズに応え、産･学･官･民の連携を図り、多様で豊かな学習機会や交流機会の提供を推進します。 

社会の要請や個人の多様な学習ニーズに対応するため、実情に合った学習機会の提供を推進します。

市民の多様な学習ニーズに的確に対応することや、主体的な学習活動を支援するため、教育情報提供システム「学び舎・楓」の充実に努め、学習活動への効果的な支援を促進します。

市民の主体的な学習をサポートするため、IT予約システムなどにより、社会教育施設や公共施設のネットワーク化を図ります。

国際交流事業

生涯学習市民活動支援事業

市民団体が企画実施する生涯学習事業への支援

元気フェスティバル連携事業

元気フェスティバルの開催
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

施策18

1

2

3

4

269 文化課 20,876 22,050 22,050 継続

270 文化課 1,500 1,500 1,500 継続

経常 文化課 58,417 61,066 61,066 継続

経常 文化課 27 27 27 継続

経常 文化課 128 128 128 継続

経常 文化課 556 300 300 継続

施策19

1

2

経常 文化課 0 20 20 継続

施策20

1

2

3

4

5

272 文化課 0 0 0 継続

274 文化課 650 650 650 継続

273 文化課 640 640 640 継続

278 文化課 21,330 33,228 27,347 30,000 見直し

341 文化課 9,380 13,000 12,540 継続

新規 文化課 0 0 300 300 新規

経常 文化課 60,497 60,497 60,497 継続

経常 文化課 35,728 35,728 35,728 継続

経常 文化課 124 124 124 継続

施策21

1

2

3

279 文化課 11,835 11,882 11,882 継続

280 文化課 320 320 320 継続花ホールスタッフの会支援等事業

花ホールスタッフの会の活動への交付金の交付及び花ホールボランティアの育成

市民等との連携による芸術文化活動の展開

地域の文化活動を支援する財団法人等や地域貢献活動（メセナ）を行う企業との共催、他の公共ホールなどとの連携を推進します。

芸術文化ホールなどの活用により、市民が芸術文化に親しめる環境づくりを進めます。

市民との協働により、ボランティア組織の拡充を図りながら、芸術文化ホールの運営を進めます。

芸術文化ホール運営委員会連携事業

芸術鑑賞事業、芸術創作事業の実施

文化施設維持管理

芸術文化ホール、図書館の施設の管理、清掃、警備等の経費　（経常　臨時　）

芸術文化ホール管理

芸術文化ホールの舞台設備運営、窓口業務、設備備品保守点検、借上車経費

北広島市芸術文化振興審議会

芸術文化の振興について教育委員会からの諮問に応じ調査審議　委員10名

文化団体活動支援事業

文化団体・音楽団体への補助金交付

文化施設修繕事業

各機器等の耐用年数なども考慮しながら、保守点検等で不具合が確認された設備や箇所を計画的に修繕。練習室床修繕・文化施設内椅子修繕を追加

芸術文化ホール設備修繕事業

芸術文化ホールの舞台装置等の設備整備

児童・生徒全国文化大会参加支援事業

北海道内で優秀な成績を収め、北海道代表として全国大会に出場する児童・生徒へ、大会出場に関する経費（参加旅費等）の一部を補助する。

芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、利便性の向上を図ります。

文化賞等表彰事業

芸術文化振興審議会による文化賞等の選考 （表彰式に係る経費は社会教育課が所管）

市民文化祭奨励事業

市民総合文化祭・地区文化祭（4地区）への交付金交付

幼稚園・保育園に対しての幼児絵本の巡回事業を実施

政策７　芸術文化活動の振興

個性豊かな地域文化の振興

芸術文化創造プランを策定し（H23策定済）、芸術文化の創造を担う人材の育成と活動の場の創出を進めます。

優れた芸術文化活動に対する顕彰を行うとともに、市民が主体的に取り組む芸術文化活動を積極的に支援します。

ワークショップやセミナーなど、市民が芸術文化を気軽に体験できる機会を提供します。

学校図書館においては蔵書の充実に努めるとともに、幼稚園・保育園とのネットワーク化を推進します。

幼児読書活動推進事業

図書館運営

図書館の施設維持管理、移動図書館車の運行（経常・臨時）

図書館利用モニター

図書館サービスの匿名モニターによる把握に関する経費

北広島市図書館協議会

図書館法に定める外部委員会、図書館運営等意見、諮問　委員10名

芸術文化活動に主体的に取り組んでいる市民団体やサークルを支援します。

図書館フィールドネットなどの市民との協働により、乳幼児から高齢者までの生涯を通した読書活動の充実をめざします。

図書館や北広島団地住民センター、西の里公民館の図書室などの整備・拡充を図ります。

政策６　生涯にわたる読書活動の推進

図書館サービスの充実

市民が求める資料と情報の提供を図るため、図書や雑誌などの資料の充実に努めるとともに、市民が利用しやすい環境づくりを進めます。

地域・学校の読書ネットワークを整備し、読書を楽しみ、学びあう市民意識を醸成します。

図書サービス備品の更新。団地住民センター・西の里公民館の地区分室の拠点化に向け検討

子どもの読書活動推進

市民との協働を踏まえながら、新たな「北広島市子どもの読書活動推進計画」を策定し（H23策定済）、学校図書館を中心とした読書環境整備を進めます。

図書館サービス提供事業

図書、記録、郷土資料、視聴覚資料の収集と図書館サービスの提供　　H24高齢者宅配サービス開始

図書館フィールドネット連携事業

図書館フィールドネット運営委員会への交付金交付

読書環境整備事業
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

施策22

1

2

3

286 社会教育課 300 0 0 継続

拡大 社会教育課 324 324 324 拡大

288 社会教育課 497 400 257 継続

拡大 社会教育課 463 463 550 拡大

新規 社会教育課 0 407 407 407 新規

新規 社会教育課 0 2,944 2,444 2,644 新規

経常 社会教育課 594 594 594 継続

施策23

1

2

3

290 社会教育課 1,098 1,109 1,109 継続

拡大 社会教育課 394 394 394 拡大

291 社会教育課 4,500 事業終了 終了

287 社会教育課 0 0 0 0 休止

282 社会教育課 1,000 1,500 1,500 継続

321 社会教育課 526 539 539 継続

284 社会教育課 3,118 3,118 3,118 継続

285 社会教育課 453 453 453 継続

施策24

1

2

3

294 社会教育課 214,380 0 0 継続

206 社会教育課 0 165,715 0 継続

293 社会教育課 5,112 5,273 5,273 継続

拡大 社会教育課 1,793 1,793 1,793 拡大

322 企画課 0 0 0 継続

新規 社会教育課 0 540 新規

新規 社会教育課 0 54 新規

372 社会教育課 0 0 0 継続

拡大 社会教育課 ― ― ― 拡大

経常 社会教育課 106,994 98,445 98,445 継続

有料化に伴い、管理体制を充実させることから、事業を拡大する。

運動広場整備事業

整備に向けた調査・検討（企画財政部へ移管）

体育施設管理事業

総合体育館・緑葉公園等管理、住民プール管理、地区体育館管理、自然の森キャンプ場管理、各施設修繕費（経常　臨時）

自然の森キャンプ場整備事業【拡大】

駐車場が不足していることから隣地の賃貸借など、対応を検討する。

改修工事の実施

大曲ファミリー体育館改修事業

学校施設（体育館）開放事業

小中学校１４校の開放

学校施設（体育館）開放事業【拡大】

自然の森キャンプ場整備事業

整備に向けた調査・検討

スポーツ少年団本部への助成

スポーツ施設の整備と運営

市民が安心して利用しやすいスポーツ・レクリエーション環境を整えるため、スポーツ施設の計画的な整備と改修を進めます。

日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、学校開放事業をはじめとしたスポーツ環境の向上を図ります。

運動広場の整備を進め、市民が快適にスポーツ・レクリエーション活動を行える場づくりを図ります。

西の里ファミリー体育館改修事業

緑葉公園体育施設改修事業

老朽化が著しいことから、計画的な改修を行う。

住民プール改修事業

老朽化が著しいことから、計画的な改修を行う。

スポーツ大会出場者への助成

スポーツ賞等表彰事業

スポーツ賞等表彰式の開催

体育協会活動支援事業

北広島市体育協会への助成

スポーツ少年団育成事業

ジュニアスポーツの選手強化、底辺拡大、指導者養成事業の実施

全国中学生空手道選抜大会連携事業

はまなす杯全国中学生空手道選抜大会の開催

姉妹都市スポーツ交流事業

平成26年度から事業休止

スポーツ大会出場支援事業

スポーツアカデミー事業【拡大】

ジュニアスポーツ選手の育成強化を図るため、中学校部活動支援などを拡大する。

スポーツ振興のための実技指導、各大会の企画運営、管内協議会への参加

競技スポーツの振興

ジュニアスポーツ活動の振興を図るため、北広島少年スポーツアカデミーにおける選手の強化育成や底辺拡大、指導者の養成に取り組むとともに、中学校部活動への支援などを行います。

国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、スポーツ大会において優秀な成績をおさめた市民を表彰し、市民の自発的なスポーツ活動の振興と奨励を図ります。

市体育協会やスポーツ少年団本部に対して支援を行い団体の組織強化と育成を図ることで、競技者のスポーツ活動の振興を図ります。

スポーツアカデミー事業

スポーツ推進委員や地区生涯学習振興会と連携し、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の推進を図ります。 

きたひろしま３０Kmロードレース連携事業

きたひろしま３０㎞ロードレースの開催。　参加料での実施を予定していたが、引き続き交付金事業として実施する。

市民スポーツ活動推進事業

各種スポーツ大会等の開催及び支援

スポーツ推進委員

きたひろしま３０Kmロードレース連携事業【拡大】

本市の魅力を発信するため参加記念品を提供する。

市民スポーツ活動推進事業【拡大】

事業の見直しを行い、スポーツ・健康づくり事業を展開する。

スポーツ地域活性化事業

本市の魅力をＰＲするとともに、スポーツ・健康づくり活動を展開する。

ゴロッケー普及推進事業

北広島生まれの軽スポーツを普及・推進するとともに、本市の魅力として情報発信する。

政策８　健康づくりとスポーツ活動の推進

健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進

市民だれもが健康で生きがいのある生活がおくれるよう、市民との協働による各種スポーツ教室やスポーツ活動の推進、健康・体力づくり機会の拡充を図ります。

市民の自主的な参加と健康・体力づくり機会を拡充するため、各種スポーツイベントの開催をはじめとするスポーツ事業の推進を図ります。
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教育推進計画事業一覧（要求ベース） 平成28年度版

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

【単位:千円】

色つきセルの事業区分
⇒ピンク色:新規、
緑:拡大、青:見直し
灰色：終了

教育基本計画における「施策」
担当課等 区分

推進計画事業名　（事業概要）

計画事業費

経常 教育総務課 3,095 3,095 3,095 継続

経常 教育総務課 31,868 31,868 31,868 継続

経常 教育総務課 6,489 6,489 6,489 継続

経常 学校教育課 継続

経常 教育総務課 79 79 79 継続

経常 教育総務課 349 308 308 継続

経常 学校教育課 継続

経常 教育総務課 2,679 2,679 2,679 継続

経常 教育総務課 22,993 22,993 22,993 継続

経常 学校教育課 継続

経常 教育総務課 17,086 17,086 17,086 継続

経常 学校教育課 継続

経常 社会教育課 81 81 81 継続

経常 社会教育課 547 547 547 継続

経常 社会教育課 128 128 128 継続

経常 社会教育課 602 602 602 継続

借上車経費及びその他事務費

保健体育事務経費

スポーツ推進審議会

スポーツの振興に関する事項について調査・審議し、教育委員会に建議

保健体育事務経費

全学校共通で使用する印刷物の作成、及び入学通知書の郵便料

社会教育経費

社会教育事務経費

社会教育団体登録事務経費　その他事務経費

社会教育委員

社会教育法に基づき委嘱 生涯学習に関する諸計画の立案・助言 全道管内協議会への参加

小学校管理経費（学校教育課関係分）

全学校共通で使用する印刷物の作成、及び入学通知書の郵便料

中学校管理経費

中学校運営経費

事務補助員の任用 業務主事の旅費 運営用消耗品 印刷製本費

中学校管理経費 （学校教育課関係分）

教員住宅管理経費

教員住宅管理

校長・教頭管理者住宅、教員住宅に関する経費

小学校管理経費

小学校運営経費

事務補助員の任用 業務主事の旅費 運営用消耗品 印刷製本費

「きたひろしまの教育」作成

教育全般の状況を記した「きたひろしまの教育」を300冊発行

北広島市教育施策審議会

教育施策の関する審議及び教育委員会の事務事業に関する点検評価を行う。委員7名　H25改選

第一地区教科用図書採択教育委員会協議会負担金

小中学校で使用する教科用図書を採択するため、第一地区教科用図書採択教育委員会協議会へ参加する。（採択に関する調査負担金）

学校業務主事14名任用

教育委員会事務局運営経費

教育長ほか職員旅費 被服費・事務経費 石狩教育研修センター組合分担金 その他分担金・負担金　会議録制作支援委託

教職員永年勤続表彰

北海道教育功績者表彰規則により永年勤続表彰を受けた市内の小中学校教職員に対して伝達を行う。

教育振興経費

経常経費

教育委員会運営経費

教育委員に関する経費

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定に基づき設置 教育委員会会議の開催、教育委員の報酬など

教育委員会事務局運営経費

学校業務主事に関する経費

政策１～８を支える経常経費
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【新規事業】

H28 H29 H30

1
幼保小連携推進事
業
【教育総務課】

110 110 110

2
大曲中学校屋体大
規模改造事業
【教育総務課】

104,900

3
西の里中学校屋体
大規模改造事業
【教育総務課】

112,300

4

大曲東小学校屋体
大規模改造・非構
造部材耐震化事業
【教育総務課】

173,000

5

東部中学校屋体大
規模改造・非構造
部材耐震化事業
【教育総務課】

237,700

6
北の台小学校講堂
防音機能復旧事業
【教育総務課】

平成9年度講堂に更新した温度保持換気設備機器類の更
新を実施する。
H30:実施設計　H31：工事・工事監理

1,090

7
大曲小学校校舎防
音機能復旧事業
【教育総務課】

平成11年度校舎に更新した温度保持換気設備機器類の更
新を実施する。
H30:実施設計　H31：工事・工事監理

1,570

8
大曲東小学校校舎
大規模改造事業
【教育総務課】

9,300

9
大曲中学校校舎大
規模改造事業
【教育総務課】

8,900

10
子どもの体力向上
推進研究事業
【学校教育課】

440 440 440

11

地域に根ざした特
色ある学校教育推
進事業
【学校教育課】

403 5,452 403

12
ゴロッケー普及推
進事業
【社会教育課】

407 407 407

13
スポーツ地域活性
化事業【社会教育
課】

2,944 2,444 2,644

14
住民プール改修事
業
【社会教育課】

540

15
緑葉公園体育施設
改修事業
【社会教育課】

54

16

児童・生徒全国文
化大会参加支援事
業
【文化課】

0 300 300

17

旧島松駅逓所大規
模改修事業【エコ
ミュージアムセン
ター】

見積中 見積中 見積中

平成２年に完了した補修工事から２５年を経て老朽化が目
立っている。国指定史跡「旧島松駅逓所」を永続的に維持し
保存活用するため、建物及び敷地内の池、見本田、記念碑、
植栽、柵などの大規模改修を行う。

心の教育推進事業と郷土資料教材化事業を統合し、学校教育
推進方針を軸とした学校教育推進事業を進める。

北広島生まれの軽スポーツを普及・推進するとともに、本市
の魅力として情報発信する。

本市の魅力をＰＲするとともに、スポーツ・健康づくり活動
を展開する。

老朽化が著しいことから、計画的な改修を行う。

老朽化が著しいことから、計画的な改修を行う。

青少年の芸術文化活動を振興していくため、地域における教
育環境の整備を進めてくことを目的として、特に芸術文化活
動において、北海道内で優秀な成績を収め、北海道代表とし
て全国大会に出場する児童・生徒へ、大会出場に関する経費
（参加旅費等）の一部を補助する。

2016推進計画　新規・拡大・見直し等事業一覧

№ 事業名 事業概要
事業費（千円）

大曲東小学校は、平成3年度に新築され、築後24年が経過し、
老朽化が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施す
る。H30:実施設計　H31～H32：工事・工事監理

大曲中学校校舎(北校舎を除く）は、昭和53年度から平成2年
度にかけて3回増築され、築後37年から25年が経過し、老朽化
が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施する。H30:
実施設計　H31～H32：工事・工事監理

幼・保・小・中と連携した体力づくりや運動習慣、基本的な
生活習慣をつくることを目的とした、検討チームを立ち上げ
る。小学校低学年における運動嫌いを少なくするための、外
部指導者の派遣を行う。

乳幼児期の子どもたちの健やかな成長を保障し、「学びの芽生え」
「自覚的な学び」を育むため、幼稚園や保育園における教育・保育
環境から小学校の学習・生活環境への円滑な接続を図る。

大曲中屋内体育館は、昭和62年度に改築され、築後28年が経
過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事を実
施する。H28:工事・工事監理

西の里中屋内体育館は、昭和63年度に改築され、築後27年が
経過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事を
実施する。H28:工事・工事監理

大曲東小屋内体育館は、平成3年度に新築され、築後24年が経
過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事及び
非構造部材耐震化工事を実施する。H28:工事・工事監理

東部中屋内体育館は、平成元年度に新築され、築後26年が経
過し、老朽化が顕著であるため、屋体の大規模改造工事及び
非構造部材耐震化工事を実施する。H28:工事・工事監理



【拡大事業】

変更 H28 H29 H30

既存分 2,730 2,730 2,730

拡大分 931 996 996

既存分 1,100 1,100 1,100

拡大分 966 1,003 1,003

既存分 2,806 2,806 2,806

拡大分 448 496 496

既存分 4,630 4,703 4,703

拡大分 150 0 0

既存分 11,664 1,574 1,574

拡大分 4,892 4,892

既存分 17,032 17,032 17,032

拡大分 1,003 1,003 1,003

既存分 15,688 15,720 15,885

拡大分 0 7,037 7,037

既存分 455 455 455

拡大分 479 382

既存分 1,041 1,041 1,041

拡大分 675 625 625

既存分 60 60 60

拡大分 360 450 450

既存分 7,872 7,872 7,872

拡大分 1,856 1,856 1,856

既存分 18,307 18,307 18,307

拡大分 6,491 6,491 6,491

既存分 0 0 0

拡大分 324 324 324

既存分 400 257 257

拡大分 463 463 550

既存分 1,109 1,109 1,109

拡大分 394 394 394

既存分 5,273 5,273 5,273

拡大分 1,793 1,793 1,793

既存分 0 0 0

拡大分 ― ― ―

既存分 5,708 5,708 5,708

拡大分 3,100 3,100 3,100

9
放課後子ども教室
事業
【学校教育課】

児童の居場所づくりため、小学校の余裕教室等で学習活
動や体育活動を実施する。平成28年度から新たな小学校
区で放課後子ども教室を開催する。

10
家庭教育支援事業
【社会教育課】

子どもたちの学力向上の基礎となる生活習慣づくりを進
めるため、実践活動として「子ども朝活」事業を市内各
地で展開する。

7
外国語指導助手活
用事業
【学校教育課】

新学習指導要領が前倒しになる予定を受け、平成29年度
から移行措置となる小学校外国語活動の小学校3年生か
らの支援を行う為、外国語指導助手を2名増員する。

8

コミュニティ・ス
クール推進事業
（名称変更）
【学校教育課】

現在西部中学校区で行なっているコミュニティ・スクー
ルを、他の中学校区に広げていく。

№ 事業名 事業概要
事業費（千円）

2016推進計画　新規・拡大・見直し等事業一覧

1
学校事務機器整備
事業
【教育総務課】

学校事務の効率化、児童生徒の確かな学力の定着・向
上、保護者・地域との連携を図るために、学習プリント
や保護者・地域へ配布する印刷物作成に必要な事務機器
等を整備する。

2
学校施設管理機器
整備事業
【教育総務課】

良好な教育環境を維持するために必要な草刈機、除雪機
などの管理機器の保守管理及び修繕を行うとともに、耐
用年数を経過した機器を更新する。

3
姉妹都市子ども大
使交流事業
【教育総務課】

小中学生が姉妹都市である東広島市と相互訪問すること
により、両市の友好親善を深めるとともにふるさと意識
を高める。また、広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈
念式への参列と、ひろしま子ども平和の集いへの参加等
を通して、平和を尊ぶ心を養い、学習成果の還流を図
る。

4
学校教育団体活動
支援事業
【教育総務課】

教職員の資質の向上と教育内容及び学校経営の充実を図
るため、教育関係団体が行う活動の経費の一部を助成す
る。

5
小中学校周辺環境
整備事業
【教育総務課】

市内小中学校敷地内にある駐車場舗装やグレーチングな
どの外構工事、屋外物置などの付属建築物及び屋外施設
（遊具、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ﾌｪﾝｽ、防球ﾈｯﾄ、樹木
の剪定等）を計画的に更新する。

6
学校図書館活用事
業
【学校教育課】

学校図書館の充実や、教育活動の支援の充実を図るた
め、学校規模の大きい中学校には学校司書を1名配置と
するため、学校司書を1名増員する。

11
学校支援地域本部
事業
【社会教育課】

学校を地域で支える体制の充実を図るため、学校支援
コーディネーターを非常勤化する。

12
生涯学習振興会支
援事業
【社会教育課】

団地地区生涯学習振興会の設置と振興会交付金の見直し
を行う。

13

きたひろしま30㎞
ロードレース連携
事業
【社会教育課】

本市の魅力を発信する事業であることから、参加記念品
を提供する。

14
市民スポーツ活動
推進事業
【社会教育課】

事業の見直しを行い、スポーツ・健康づくり事業を展開
する。

15
スポーツアカデ
ミー事業
【社会教育課】

ジュニアスポーツ選手の育成強化を図るため、中学校部
活動支援などを拡大する。

16
学校施設（体育
館）開放事業
【社会教育課】

有料化に伴い、管理体制を充実させることから、事業を
拡大する。

17
自然の森キャンプ
場整備事業
【社会教育課】

駐車場が不足していることから隣地の賃貸借など、対応
を検討する。

18

エコミュージアム
普及推進事業【エ
コミュージアムセ
ンター】

市内各地にある地域遺産の説明板及び案内標柱等を設置
する。また、膨大な所蔵資料の整理とシステム入力等に
係る業務や旧島松駅逓所大規模改修に伴う業務増に対応
するため、委託等に掛かる経費を計上する。



【継続事業における見直し・工夫した事業】

変更 H28 H29 H30

変更前 78,221 86,635 99,445

変更後 78,133 73,482 76,868

変更前 427,400

変更後 279,200 186,300

変更前 450 450 450

変更後 0 0 0

変更前 336 336 336

変更後 0 0 0

変更前 65 65 65

変更後 821 821 821

変更前 8,877 8,929 8,929

変更後 9,719 8,944 8,944

変更前 24,460 26,927 30,000

変更後 33,228 27,347 30,000

変更前 9,983 4,627 4,627

変更後 0 10,122 4,666

8
学校給食公会計化
事業
【給食センター】

適正で透明な会計処理及び給食収納に係る教職員の事務
負担の軽減のため、収納管理システムを構築し学校給食
費の公会計化については、市において収納管理の一元化
を行うよう進めていることから、平成29年度から実施す
るよう見直す。

6
青少年安全対策事
業
【学校教育課】

不審者メール配信システムの導入から5年が経過し、基
本ソフト（OS）のサポート期限が近づいていることや庁
内にサーバーを設置しないサービス利用方式とすること
で保守経費の低減を図る。また、保育課がメール配信導
入を考えていることから件数按分することで導入経費を
抑制できる。

7
文化施設修繕事業
【文化課】

文化施設の安全性や利便性などの機能維持を図るため、
各機器等の耐用年数なども考慮しながら、保守点検等で
不具合が確認された設備や箇所を計画的に修繕。練習室
床修繕・文化施設内椅子修繕を追加

4
青少年健全育成啓
発事業
【学校教育課】

新たな「青少年健全育成事業」に統合する。

5
青少年健全育成事
業
【学校教育課】

「青少年健全育成振興事業事業」を「青少年健全育成事
業」とし「青少年健全育成連絡協議会支援事業」と「青
少年健全育成啓発事業」を統合する。

3
青少年健全育成連
絡協議会支援事業
【学校教育課】

新たな「青少年健全育成事業」に統合する。

1
学校ICT環境整備
事業
【教育総務課】

Ｈ29予定だった校務システムを前倒し、Ｈ28.10月から
導入を図る。経費は、Ｈ28に予定していた教育用サーバ
更新のＨ27前倒しと、Ｈ27校務用ＰＣ更新に伴う償還額
の減額により、事業費を拡大せずに実施する。

2
東部中学校校舎大
規模改造事業
【教育総務課】

工事の実施時期を平成29年度の単年度から平成29～30年
度の2ヶ年に変更する。

2016推進計画　新規・拡大・見直し等事業一覧

№ 事業名 見直し内容・変更事項
事業費（千円）



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 幼保小連携推進事業 

新  規 政策 １ 施策 １ 番号 ３７６ 

事業概要 
乳幼児期の子どもたちの健やかな成長を保障し、「学びの芽生え」「自覚的な学び」を育

むため、幼稚園や保育園における教育・保育環境から小学校の学習・生活環境への円滑な接

続を図る。 

 

【事業積算】※単位：千円 
              平成 28年度 平成29年度 平成30年度 
 報償費(講師謝礼)       60      60      60 
 消耗品費(資料印刷等)     50      50      50 
   合  計          110     110     110 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

110千円 

懇話会の開催 
幼保小連携に関する講演会・研修会（教員間交流・研修） 
キャリア教育的交流 
異学年交流 
保護者間交流 
情報交換会 

平成 
29 
年度 

110千円 

懇話会の開催 
幼保小連携に関する講演会・研修会（教員間交流・研修） 
キャリア教育的交流 
異学年交流 
保護者間交流 
情報交換会 

平成 
30 
年度 

110千円 

懇話会の開催 
幼保小連携に関する講演会・研修会（教員間交流・研修） 
キャリア教育的交流 
異学年交流 
保護者間交流 
情報交換会 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 大曲中学校校舎大規模改造事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
大曲中学校校舎（北校舎を除く）は、昭和 53 年度から平成 2 年度にかけて 3 回増築され、
築後 37年から 25年が経過し、老朽化が顕著であるため、校舎の大規模改造工事を実施する。 
 
 校舎 ： 昭和53年度 鉄筋コンクリート造3階建て 床面積 867㎡ 
      昭和59年度 鉄筋コンクリート造3階建て 床面積 1,259㎡ 
      平成2年度  鉄筋コンクリート造3階建て 床面積 1,934㎡ 
 
平成 30年度 校舎大規模改造工事に伴う実施設計委託    8.900千円 
 
平成 31～32年度 工事及び工事監理委託 
       校舎内外部改修、付帯電気設備、機械設備工事 一式 
屋外キュービクルの更新を含む 
 
      H31：216,000千円 
      H32：143,600千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

  

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

8,900千円 実施設計委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 西の里中学校屋体大規模改造事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
 西の里中屋内体育館は、昭和63年度に改築され、築後 27年が経過し、老朽化が顕著であ
るため、屋体の大規模改造工事を実施する。 
 
  屋体：昭和63年度 鉄筋コンクリート造2階建て 床面積894㎡ 
 
  平成28年度 工事及び工事監理委託 
          内外部改修、付帯電気設備、機械設備工事 一式 

※ 非構造部材耐震化工事を除く（平成27年度実施済み） 
 
工  事：110,300千円 
工事監理：2,000千円 

          

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

112,300千円 工事及び工事監理 

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 大曲東小学校屋体大規模改造・非構造部材耐震化事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
 大曲東小屋内体育館は、平成3 年度に新築され、築後 24 年が経過し、老朽化が顕著であ
るため、屋体の大規模改造工事及び非構造部材耐震化工事を実施する。 
 
  屋体：平成3年度 鉄筋コンクリート造2階建て 床面積1,171㎡ 
 
  平成28年度 工事及び工事監理委託 
          内外部改修、付帯電気設備、機械設備工事 一式 

※ 非構造部材耐震化工事を含む 
 
工  事：170,000千円 
工事監理：3,000千円 

 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

173,000千円 工事及び工事監理委託 

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 東部中学校屋体大規模改造・非構造部材耐震化事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
 東部中屋内体育館は、平成元年度に新築され、築後26年が経過し、老朽化が顕著であるた
め、屋体の大規模改造工事及び非構造部材耐震化工事を実施する。 
 
  屋体：平成元年度 鉄筋コンクリート造2階建て 床面積1,468㎡ 
 
  平成28年度 工事及び工事監理委託 
          内外部改修、付帯電気設備、機械設備工事 一式 

※ 非構造部材耐震化工事を含む 
 
工  事：233,000千円 
工事監理：4,700千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

237,700千円 工事及び工事監理委託 

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 北の台小学校講堂防音機能復旧事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
平成 9年度に更新した温度保持換気設備機器類の更新を実施する。 
 
講堂棟 233kw 1基の温風暖房機更新工事 
 
平成 30年度 実施設計委託    1,090千円 
 
平成 31年度 工事及び工事監理  24,400千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

  

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

1,090千円 実施設計委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 大曲小学校校舎防音機能復旧事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号  

事業概要 
平成 11年度に更新した温度保持換気設備機器類の更新を実施する。 
 
校舎棟 465kw 2基の温風暖房機更新工事 
 
平成 30年度 実施設計委託     1,570千円 
 
平成 31年度 工事及び工事監理   57,230千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

  

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

1,570千円 実施設計委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 大曲東小学校校舎大規模改造事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
大曲東小学校は、平成 3 年度に建築され、築後 24 年が経過し、老朽化が顕著であるため、
校舎の大規模改造工事を実施する。 
 
 校舎 ： 鉄筋コンクリート造3階建て 延べ床面積 5,608㎡ 
 
平成 30年度 校舎大規模改造工事に伴う実施設計委託   9,300千円 

 
平成 31～32年度 工事及び工事監理委託 

       校舎内外部改修、付帯電気設備、機械設備工事 一式 
 
       H31：240,000千円 
       H32：158,600千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

  

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

9,300千円 実施設計委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 大曲中学校屋体大規模改造事業 

新  規 政策 2 施策 9 番号 新規 

事業概要 
 大曲中屋内体育館は、昭和62年度に改築され、築後 28年が経過し、老朽化が顕著である
ため、屋体の大規模改造工事を実施する。 
 
  屋体：昭和62年度 鉄筋コンクリート造2階建て 床面積1,249㎡ 
 
  平成28年度 工事及び工事監理委託 
          内外部改修、付帯電気設備、機械設備工事 一式 

※ 非構造部材耐震化工事を除く（平成27年度実施済み） 
 
工  事：103,000千円 
工事監理：1,900千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

104,900千円 工事及び工事監理 

平成 
29 
年度 

  

平成 
30 
年度 

  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 子どもの体力向上推進研究事業 

新  規 政策 1 施策 1 番号 377 

事業概要 
○ 全国体力、運動能力・運動習慣等調査等の結果を踏まえ、幼稚園・保育園・小学校・中

学校と連携した体力、運動能力、基本的な生活習慣を育むための検討チームを立ち上げ、今

後の施策の検討を行う。 

【検討事項】幼稚園・保育園・小学校・中学校 

・幼児期から小学校低学年における体育活動や基本的な生活習慣づくりの充実にむけた検討 

・義務教育 9 年間を修了するにふさわしい運動能力・体力の育成にむけた体育授業の充実や

学校教育活動全体の充実（１校1実践等に対する支援の検討） 

・中学校の学校規模等における部活動の課題の検討 

・地域大学等との連携した支援体制の検討 等 

○ 全国体力、運動能力・運動習慣等調査等の結果を踏まえ、小学校低学年における体育授

業を支援するため、専門的技能をもった外部指導者の派遣を行なう。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

440千円 

検討チーム費用弁償 7Ｋｍ×2×37円×12名×3回 

外部指導者の派遣 1,100 円×15 学級×3 時間×34 週×

１／４＝420,750円 

（小学校1年生の年間授業時数の１／４を支援する。） 

平成 

29 

年度 

440千円 

検討チーム費用弁償 7Ｋｍ×2×37円×12名×3回 

外部指導者の派遣 1,100 円×15 学級×3 時間×34 週×

１／４＝420,750円 

（小学校1年生の年間授業時数の１／４を支援する。） 

平成 

30 

年度 

440千円 

検討チーム費用弁償 7Ｋｍ×2×37円×12名×3回 

外部指導者の派遣 1,100 円×15 学級×3 時間×34 週×

１／４＝420,750円 

（小学校1年生の年間授業時数の１／４を支援する。） 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 地域に根ざした特色ある学校教育推進事業 

新  規 政策 1 施策 2 番号 新規 

事業概要 
 市の学校教育が目指す「心豊かに大志をいだきたくましく生きる」子どもの育成を実現す

るため、市の学校教育の根幹である学校教育推進方針を策定し、学校教育推進方針を実現す

る具体的な手立てである、既存の「心の教育推進事業」「郷土資料教材化事業」と新しく「キ

ャリア教育の推進」をひとつの事業として取り組み、義務教育 9年間を修了するにふさわし
い子ども達の「学力」「主体的な学びの意欲」「社会性」を育む。 
【既存】 
社会科副読本編集委員会 年3回×11名×7Ｋｍ×2×37円＝17,094円 
消耗品 30,000円 
（社会科副読本の改訂（Ｈ27） → 次回改定 （Ｈ31）） 
福祉読本編集員会    年3回×20名×7Ｋｍ×2×37円＝31,080円 
消耗品 29,000円 
（福祉読本の改訂 Ｈ29年度改訂予定 5回開催 道徳副読本含め5,028,000円） 
【新規】 
北広島市学校教育推進方針編集委員会 年2回×6名×7Ｋｍ×2×37円＝6,216円 
北広島市学校教育推進方針の印刷  1冊 250円×370名×1.08＝99,900円 
きたひろ夢ノート印刷       700冊×250円×1.08＝189,000円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

403千円 

社会科副読本編集員会の開催（3回） 
福祉読本編集委員会の開催（3回） 
学校教育推進方針編集委員会の開催（2回） 
学校教育推進方針の印刷（全教職員に配布 370部） 
きたひろ夢ノートの印刷（小学校 4年生に配布） 

平成 
29 
年度 

5,452千円 

社会科副読本編集員会の開催（3回） 
福祉読本編集委員会の開催（5回） 
福祉読本「ともに生きる」の印刷（4800部） 
道徳準教科書の更新 
学校教育推進方針編集委員会の開催（2回） 
学校教育推進方針の印刷（全教職員に配布 370部） 
きたひろ夢ノートの印刷（小学校 4年生に配布） 

平成 
30 
年度 

403千円 

社会科副読本編集員会の開催（3回） 
福祉読本編集委員会の開催（3回） 
学校教育推進方針編集委員会の開催（2回） 
学校教育推進方針の印刷（全教職員に配布 370部） 
きたひろ夢ノートの印刷（小学校 4年生に配布） 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 ゴロッケー普及推進事業 

新  規 政策 8 施策 22 番号 新規 

事業概要 
北広島生まれの軽スポーツ「ゴロッケー」を普及・推進するとともに、本市の魅力として

情報発信する。 
 
○貸出用具の更新 71,280円（30セット） 
○コースの整備 
・案内看板等の設置等 129,600円 
・草刈り 97,200円 

○普及推進パンフレットの作成 108,000円（5,000部）  
○（仮称）ゴロッケー普及員の創設 

 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

407千円 貸出用具の整備、ゴロッケーコースの整備 

平成 
29 
年度 

407千円 貸出用具の整備、ゴロッケーコースの整備 

平成 
30 
年度 

407千円 貸出用具の整備、ゴロッケーコースの整備 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 スポーツ地域活性化事業 

新  規 政策 ８ 施策 22 番号 新規 

事業概要 
スポーツによる北広島市の魅力を発信するとともにまちの活性化を図るため、オリンピッ

ク関連事業や全国・全道大会、スポーツ合宿の誘致などを進め、本市の魅力をＰＲするとと

ともに、スポーツ・健康づくり活動を展開する。 

 

○合宿助成金制度の創設 1,000,000円（１人 1,000円×500人×２泊） 
○普及推進パンフレットの作成 216,000円 
○先進地視察及び誘致活動 227,220円（東京２名、大阪２名など） 

 ○全国・全道大会等の誘致 
・平成 28年度から 全道中学生バレーボール大会助成 1,000,000円 
・平成 28年度全国軟式野球大会天皇賜杯 500,000円 
・平成 30年度北海道中学校体育大会相撲大会 200,000円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

2,944千円 スポーツ合宿・全国大会等推進事業 

平成 
29 
年度 

2,444千円 スポーツ合宿・全国大会等推進事業 

平成 
30 
年度 

2,644千円 スポーツ合宿・全国大会等推進事業 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 住民プール改修事業 

新  規 政策 8 施策 24 番号 新規 

事業概要 
老朽化が著しいことから、計画的な改修を行う。 

 
 平成28年度 

住民プール（市内６カ所）の診断 540,000円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

540千円 住民プールの診断 

平成 
29 
年度 

0千円 住民プールの修繕 

平成 
30 
年度 

0千円 住民プールの修繕 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 緑葉公園体育施設改修事業 

新  規 政策 8 施策 24 番号 新規 

事業概要 
老朽化が著しいことから、計画的な改修を行う。 

 
平成 28年度 
野球場、テニスコート、多目的グランドの診断 54,000円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

54千円 緑葉公園体育施設の診断 

平成 
29 
年度 

0千円 緑葉公園体育施設の修繕 

平成 
30 
年度 

0千円 緑葉公園体育施設の修繕 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

文化課 

事業名 児童・生徒全国文化大会参加支援事業 

新  規 政策 7 施策 20 番号 新規 

事業概要 
 
  青少年の芸術文化活動を振興していくため、地域における教育環境の整備を進めてくこと
を目的として、特に芸術文化活動において、北海道内で優秀な成績を収め、北海道代表とし

て全国大会に出場する児童・生徒へ、大会出場に関する経費（参加旅費等）の一部を補助す

る。 
 
  事業の対象を、市内の小学生から高校生までとする。 
 
  事業を開始するにあたり、近隣市の状況調査を行う。 
  北広島市芸術文化振興審議会へ諮問し、専門的な見地からの意見を募る。 
 
  要綱策定により事業を開始し、対象者へ補助を行う。 
   
  一定期間青少年を対象とした事業として行い、課題等を検証した後、一般を対象とした事
業へと、発展拡大していく。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

    0円 
北広島市芸術文化振興審議会へ諮問し、事業内容に関す

る答申を受ける。併せてパブリックコメントの実施。 
答申等に基づく要綱の作成。 

平成 
29 
年度 

300千円 

新規事業としての開始。 
小学生から高校生までを対象として支援。 
 
※事業費については近隣市の実績を参考。 

平成 
30 
年度 

300千円 

新規事業としての開始。 
小学生から高校生までを対象として支援。 
 
事業内容を検証。 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

エコミュージアムセンター 

事業名 旧島松駅逓所大規模改修事業 

新  規 政策 5 施策 16 番号 新規 

事業概要 
 国指定史跡である旧島松駅逓所を老朽化させずに将来へ受け継いでいくため、建物及び敷

地内の池、見本田、記念碑、植栽、柵などを改修する事業。 
 
・1年目～改修内容の調査 
・2年目～改修工事の設計 
・3年目～改修工事 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

 改修内容の調査 

平成 
29 
年度 

― 
改修工事の設計 
※設計費については、改修内容の調査によって、変動す

ることもあり。 

平成 
30 
年度 

― 
改修工事 
※工事費については、改修内容の調査によって、変動す

ることもあり。 

 
 

見積り中 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 学校事務機器整備事業 

拡  大 政策 ２ 施策 ９ 番号 ２１８ 

事業概要 
学校事務の効率化、児童生徒の確かな学力の定着・向上、保護者・地域との連携を図るた

めに、学習プリントや保護者・地域へ配布する印刷物作成に必要な事務機器等を整備する。 
 

【前回推進計画からの変更点】 
 使用頻度が高い印刷機、シュレッダー、電動裁断機は故障が多く、保守対象外部品等の交

換等、修繕も頻発していることから、５年ごとに更新ができるよう計画。 
 
【事業積算】※単位：千円 
             平成28年度 平成29年度 平成30年度 
    需 用 費       200     203     203 
    委 託 料       545     555     555 
    備品購入費      2,916        2,968        2,968 
          合 計       3,661         3,726        3,726 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 2,730千円 大型事務機器保守及び修繕 
大型事務機器の購入 

拡大分 931千円 大型事務機器の保守及び修繕 
大型事務機器の更新（５年で更新） 

平成 
29 
年度 

既存分 2,730千円 大型事務機器保守及び修繕 
大型事務機器の購入 

拡大分 996千円 大型事務機器の保守及び修繕 
大型事務機器の更新（５年で更新） 

平成 
30 
年度 

既存分 2,730千円 大型事務機器保守及び修繕 
大型事務機器の購入 

拡大分 996千円 大型事務機器の保守及び修繕 
大型事務機器の更新（５年で更新） 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 学校施設管理機器整備事業 

拡  大 政策 ２ 施策 ９ 番号 ２２２ 

事業概要 
良好な教育環境を維持するために必要な草刈機、除雪機などの管理機器の保守管理及び修

繕を行うとともに、耐用年数を経過した機器を更新する。 
 

【前回推進計画からの変更点】 
 通学路の安全確保や、グラウンド等の教育環境整備のため各小中学校で使用している草刈

機、除雪機は、使用年数が長くなってきており、修繕対応が増えてきていることから、年度

に１台ずつ小中学校の草刈機、除雪機の更新ができるよう計画をしている。 
 
【事業積算】※単位：千円 
             平成28年度 平成29年度 平成30年度 
    需 用 費       200     203     203 
    委 託 料       202     206     206 
    備品購入費      1,664        1,694        1,694 
          合 計       2,066         2,103        2,103 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 1,100千円 芝刈機、除雪機の保守及び修繕 
芝刈機、除雪機の更新 

拡大分 966千円 芝刈機、除雪機の保守及び修繕 
芝刈機、除雪機の更新 

平成 
29 
年度 

既存分 1,100千円 芝刈機、除雪機の保守及び修繕 
芝刈機、除雪機の更新 

拡大分 1,003千円 芝刈機、除雪機の保守及び修繕 
芝刈機、除雪機の更新 

平成 
30 
年度 

既存分 1,100千円 芝刈機、除雪機の保守及び修繕 
芝刈機、除雪機の更新 

拡大分 1,003千円 芝刈機、除雪機の保守及び修繕 
芝刈機、除雪機の更新 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 姉妹都市子ども大使交流事業 

拡  大 政策 １ 施策 ７ 番号 ３００ 

事業概要 
小中学生が姉妹都市である東広島市と相互訪問することにより、両市の友好親善を深める

とともにふるさと意識を高める。また、広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式への参列

と、ひろしま子ども平和の集いへの参加等を通して、平和を尊ぶ心を養い、学習成果の還流

を図る。 
 

【前回推進計画からの変更点】 
 平成２７年度に北海道の団体として初めて参加した「ひろしま子ども平和の集い」は、市

内各校の折鶴集会等、恒久平和への取り組みを、広島の地から日本国内は元より世界へ発信

する機会となり、本市子ども大使団は「折鶴賞」を受賞するなど、若い世代の平和意識の高

揚や主体的取組の促進を図る上で、大変大きな成果があった。 
 このことから、平成２８年度以降の推進計画においても、継続してひろしま子ども平和の 
集い参加を計画するため、引率教諭１名分の旅費（費用弁償）、及び本市子ども大使団の一体

感や団結力を促すため、ロゴ入りポロシャツ作成に係る消耗品費等を増額するものである。 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 2,806千円 
児童生徒を東広島市に派遣・東広島市児童生徒の受入
れ・交流校訪問（児童生徒間交流）の実施・広島市原
爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列 

拡大分 448千円 
児童生徒を東広島市に派遣・東広島市児童生徒の受入
れ・交流校訪問（児童生徒間交流）の実施・広島市原
爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列・ひろしま子
ども平和の集いに参加 

平成 
29 
年度 

既存分 2,806千円 
児童生徒を東広島市に派遣・東広島市児童生徒の受入
れ・交流校訪問（児童生徒間交流）の実施・広島市原
爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列 

拡大分 496千円 
児童生徒を東広島市に派遣・東広島市児童生徒の受入
れ・交流校訪問（児童生徒間交流）の実施・広島市原
爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列・ひろしま子
ども平和の集いに参加 

平成 
30 
年度 

既存分 2,806千円 
児童生徒を東広島市に派遣・東広島市児童生徒の受入
れ・交流校訪問（児童生徒間交流）の実施・広島市原
爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列 

拡大分 496千円 
児童生徒を東広島市に派遣・東広島市児童生徒の受入
れ・交流校訪問（児童生徒間交流）の実施・広島市原
爆死没者慰霊式並びに平和祈念式に参列・ひろしま子
ども平和の集いに参加 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 学校教育団体活動支援事業 

拡  大 政策 ２ 施策 ９ 番号 ２１６ 

事業概要 
教職員の資質の向上と教育内容及び学校経営の充実を図るため、教育関係団体が行う活動

の経費の一部を助成する。 
 

【前回推進計画からの変更点】 
 北広島市教育研究会が主催する「研究中心校発表会」は、毎年市内小中学校から１校を選

定し、当該校における日常授業の改善に向けた取り組みや校内研修の在り方等、テーマを設

定し、全体会及び公開事業並びに分科会が開催されているところであるが、平成２８年度は

双葉小学校と緑ヶ丘小学校の開校５周年記念事業の一環として、両校でそれぞれ「研究中心

校発表会」が開催されるため、本発表会の運営に必要な経費（研究校助成費）として、１５

万円を増額するものである。 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 4,630千円 
北広島市教育研究会に助成 
北広島市小中学校校長会に助成 
北広島市小中学校教頭会に助成 
北広島市進路指導連絡協議会に助成 

拡大分 150千円 
北広島市教育研究会に助成 
北広島市小中学校校長会に助成 
北広島市小中学校教頭会に助成 
北広島市進路指導連絡協議会に助成 

平成 
29 
年度 

既存分 4,703千円 
北広島市教育研究会に助成 
北広島市小中学校校長会に助成 
北広島市小中学校教頭会に助成 
北広島市進路指導連絡協議会に助成 

拡大分 0千円 
北広島市教育研究会に助成 
北広島市小中学校校長会に助成 
北広島市小中学校教頭会に助成 
北広島市進路指導連絡協議会に助成 

平成 
30 
年度 

既存分 4,703千円 
北広島市教育研究会に助成 
北広島市小中学校校長会に助成 
北広島市小中学校教頭会に助成 
北広島市進路指導連絡協議会に助成 

拡大分 0千円 
北広島市教育研究会に助成 
北広島市小中学校校長会に助成 
北広島市小中学校教頭会に助成 
北広島市進路指導連絡協議会に助成 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 小中学校周辺環境整備事業 

拡  大 政策 ２ 施策 ９ 番号 ３７５ 

事業概要 
市内小中学校敷地内にある駐車場舗装やグレーチングなどの外構工事、屋外物置などの付属

建築物及び屋外施設（遊具、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ﾌｪﾝｽ、防球ﾈｯﾄ、樹木の剪定等）を計

画的に更新する。 
 
【前回推進計画からの変更点】 
市内の中学校には、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓及び給水設備がない学校があり、住宅街への砂ぼこり対策、

夏場の体育授業、部活動時の熱中症対策など環境改善、生徒の安全確保の観点から学校より

強く求められていることから拡大要求する。 また、小中学校にある屋外物置も雨漏り、外

壁の破損等、老朽化が進んでいることから計画的に更新するために拡大要求する。 
 
 H28：小学校遊具新設 10,865千円、小中学校駐車場等周辺整備 799千円 
 
 H29：小中学校駐車場等周辺整備 1,574千円、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓整備（給水設備含む）3,000 

千円（1校分）、屋外物置更新 946千円×2校 
 

H30：小中学校駐車場等周辺整備 1,574千円、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓整備（給水設備含む）3,000 
千円（1校分）、屋外物置更新 946千円×2校 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 11,664千円 小学校遊具新設 
小中学校駐車場等周辺整備 

拡大分   

平成 
29 
年度 

既存分 1,574千円 小中学校駐車場等周辺整備 

拡大分 4,892千円 ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓整備（給水設備含む） 
屋外物置更新 

平成 
30 
年度 

既存分 1,574千円 小中学校駐車場等周辺整備 

拡大分 4,892千円 ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ散水栓整備（給水設備含む） 
屋外物置更新 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 学校図書館活用事業 

拡  大 政策 1 施策 2 番号 344 

事業概要 
 児童生徒の読書活動や自発的・主体的学習の拠点となるように学校図書館を整備し、学校

における児童生徒の読書活動の推進を図る。また学校図書館は、管理を電算データベースで

管理できるようにし、学校図書センターを拠点として学校図書の充実を図る。 

子ども達の「読む・調べる」習慣の確立に向けて、隔週で 1 名ずつ中学校に配置している

学校司書を1名増員し、学校規模に応じた学校司書の配置を行い、学校図書館の充実を図り、

貸出冊数の増及び学校教育活動の支援の充実を行なう。 

 市の非常勤報酬の単価の増に伴う、委託料の増を行う。 

 

【現行】               【平成28年度以降】 

学校司書3名配置           学校司書4名配置（1名増員） 

中学校6校に1名ずつ隔週で配置    東部中・大曲中に各1名配置（2名） 

                   西部中・西の里中・広葉中・緑陽中に隔週で配置 

                   （2名） 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

既存分 17,032千円 
学校図書の購入、豆次郎手数料、学校図書委託、

システム機器借上 

拡大分 1,003千円 学校司書1名の増員 

平成 

29 

年度 

既存分 17,032千円 
学校図書の購入、豆次郎手数料、学校図書委託、

システム機器借上 

拡大分 1,003千円 学校司書1名の増員 

平成 

30 

年度 

既存分 17,032千円 
学校図書の購入、豆次郎手数料、学校図書委託、

システム機器借上 

拡大分 1,003千円 学校司書1名の増員 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 外国語指導助手活用事業 

拡  大 政策 1 施策 7 番号 378 

事業概要 
 児童・生徒の英語発音やコミュニケーション能力、国際理解の育成向上を目的に各学校の

外国語授業等に英語指導助手（ＡＬＴ）を派遣し、外国語授業等の充実を図る。 

平成28年度に前倒しで改訂予定の学習指導要領の移行措置により、平成29年度から新た

に小学校3年生及び4年生に外国語活動が位置づけされるとともに、小学校5年生及び6年

生に英語の教科化等が位置づけされる方向であることから、平成32年度からの本格実施に先

行して、国際社会で活躍する人材の育成を図る観点から、外国語の音声に慣れ親しませなが

らコミュニケーション能力の素地を養うとともに、ことばへの関心を高める力を育成するた

め、平成29年度から小学校外国語活動の増時数に伴う英語指導助手を2名増員する。 

 

現行                平成29年度 

5・6年外国語活動          3・4年外国語活動 1学級あたり 年間35時間 

1学級あたり、年間35時間      5・6年生 1学級あたり年間70時間 

37学級×35時間＝1,295時間     31学級×35時間＝1,085時間 

                   33学級×70時間＝2,310時間 合計3,395時間 

       平成29年度3,395時間－現行1,295時間＝2,100時間増 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

既存分 15,688千円 英語指導助手4名の小中学校への派遣 

拡大分 0  

平成 

29 

年度 

既存分 15,720千円 英語指導助手4名の小中学校への派遣 

拡大分 7,037千円 

新学習指導要領の前倒しに伴う小学校 3・4 年生

及び5・6年生の増時数に対応する英語指導助手2

名増員（2,100時間増予定） 

平成 

30 

年度 

既存分 15,885千円 英語指導助手4名の小中学校への派遣 

拡大分 7,037千円 

新学習指導要領の前倒しに伴う小学校 3・4 年生

及び5・6年生の増時数に対応する英語指導助手2

名増員（2,100時間増予定） 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 コミュニティ・スクール推進事業（事業名変更） 

拡  大 政策 2 施策 8 番号 353 

事業概要 
 現在、モデルケースとして西部地区で行なっているコミュニティ・スクールを、地域とと

もにある学校づくりを進めることで、学校と保護者、地域が情報を共有し、子どもや学校の

課題の理解を深め、共に解決していくことで、未来を担う子ども達の豊かな成長につなげる

ことのできる必要不可欠なツールとして、他中学校区にも広げていく。 
 
【効果】 
 ○小中学校間での一体となった学校運営により、目指す子ども像の統一化や手立ての統一

化、小中学校相互の乗り入れ授業（音楽・英語等）、生徒会児童会交流、地域行事の合同参加

等により、子ども達が安心して学校生活をおくることができる。 
 ○地域に支えられる学校づくりが進められ、子ども達自身が地域の担い手である意識の醸

成が図れるとともに、地域の人の経験をいかして支援することで、地域の人たちの有用感に

つながる。 
 ○地域人材を活用した教育活動が充実する。 
 ○保護者同士や地域と保護者との人間関係が構築される。 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

既存分 455千円 西部地区学校運営協議会運営費、研修費 

拡大分 0千円  

平成 

29 

年度 

既存分 455千円 西部地区学校運営協議会運営費、研修費 

拡大分 479千円 他中学校区学校運営協議会候補地区の検討 

平成 

30 

年度 

既存分 455千円 西部地区学校運営協議会運営費、研修費 

拡大分 382千円 
他中学校区 1 地区学校運営協議会設立準備運営

費、視察研修費 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 放課後子ども教室事業 

拡  大 政策 3 施策 12 番号 340 

事業概要 
 
 放課後子ども教室は、平成24年度から大曲小学校で実施してきた。昨年度末で3年間が経

過し、その成果として、①学校の授業以外で学習活動と体育活動を実施したことで学習習慣

や体を動かす習慣を身に付ける一助となった。②限定的であるが子どもの居場所となった。

ことが挙げられる。 
 さらに国の放課後子ども総合プランにおいて、平成31年度末までに全ての小学校区での実

施が求められていることから、北広島団地地区の双葉小学校で実施する。 
 
 平成28年度 

謝金      568,000円（コーディネーター1名、教育活動推進員7名、教育活動サポーター5人） 

消耗品費    50,000円 

役務費      6,400円（保険料 コーディネーター、教育活動推進員） 

備品購入費    50,000円（開設初年度のみ） 

  計    674,400円 

 

平成29年度、平成30年度については、備品購入費を除いた経費（625千円）を計上する。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

既存分 1,041千円 

コーディネーター1名、教育活動推進員11名 

教育活動サポーター 5 名を配置し、放課後子ども教室を開

催する。開催回数は28回 

拡大分 675千円 

双葉小学校で放課後子ども教室を開催する。 

コーディネーター1名、教育活動推進員7名、教育活動サポ

ーター5名を配置する。開催回数は20回 

平成 

29 

年度 

既存分 1,041千円 

コーディネーター1名、教育活動推進員11名 

教育活動サポーター 5 名を配置し、放課後子ども教室を開

催する。開催回数は28回 

拡大分 625千円 

双葉小学校で放課後子ども教室を開催する。 

コーディネーター1名、教育活動推進員7名、教育活動サポ

ーター5名を配置する。開催回数は20回 

平成 

30 

年度 

既存分 1,041千円 

コーディネーター1名、教育活動推進員11名 

教育活動サポーター 5 名を配置し、放課後子ども教室を開

催する。開催回数は28回 

拡大分 625千円 

双葉小学校で放課後子ども教室を開催する。 

コーディネーター1名、教育活動推進員7名、教育活動サポ

ーター5名を配置する。開催回数は20回 
 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 家庭教育支援事業 

拡  大 政策 3 施策 10 番号 292 

事業概要 
「きたひろしま生活シート」の３カ年の取組みにより、基礎データの取得とチェックシー

ト付けによる一定程度の効果が見られたことから、子どもたちの学力向上の基礎となる生活

習慣づくりを進めるため、関係団体等との連携により、実践活動として「子ども朝活」事業

を展開する。 
※平成 27年度は北海道教育委員会補助事業として、東部地区において「子ども朝活」事業
を展開した。 
 
平成 28年度 
１地区９万円×４地区（西部、西の里、大曲、東部地区） 
平成 29年度以降 
 １地区９万円×５地区（団地地区を追加） 
 

 ※学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金（３分の２補助） 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 60千円 乳幼児を持つ親を対象とした講演会の実施 

拡大分 360千円 子どもの生活習慣づくり事業の実施（４地区） 

平成 
29 
年度 

既存分 60千円 乳幼児を持つ親を対象とした講演会の実施 

拡大分 450千円 子どもの生活習慣づくり事業の実施（５地区） 

平成 
30 
年度 

既存分 60千円 乳幼児を持つ親を対象とした講演会の実施 

拡大分 450千円 子どもの生活習慣づくり事業の実施（５地区） 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 学校支援地域本部事業 

拡  大 政策 2 施策 9 番号 317 

事業概要 
学校支援コーディネーターの安定した人材確保と学校・家庭・地域が一体となった取組み

（家庭教育支援事業を含む）の強化を図るため、学校支援コーディネーターを非常勤化する。 
 
 ○非常勤２名の配置 
  報酬、社会保険料 4,695,062円（2,347,531円×２名） 
 
  差額分1,855,462円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 7,872千円 
学校支援ボランティア運営経費の助成、授業補助

員の配置 

拡大分 1,856千円 
学校支援ボランティア運営経費の助成、授業補助

員の配置 

平成 
29 
年度 

既存分 7,872千円 
学校支援ボランティア運営経費の助成、授業補助

員の配置 

拡大分 1,856千円 
学校支援ボランティア運営経費の助成、授業補助

員の配置 

平成 
30 
年度 

既存分 7,872千円 
学校支援ボランティア運営経費の助成、授業補助

員の配置 

拡大分 1,856千円 
学校支援ボランティア運営経費の助成、授業補助

員の配置 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 生涯学習振興会支援事業 

拡  大 政策 4 施策 13 番号 313 

事業概要 
北広島団地地区生涯学習振興会の設置と生涯学習振興会事業の周知、情報の一元化を進め

るため、団地地区設立経費と事業周知に係る広報紙への折込み経費を増額する。また、国保

保険事業地域健康づくり補助金（保険年金課）を統合する。 
 
○北広島団地地区生涯学習振興会の設立 
・交付金 700,000円 
・生涯学習推進アドバイザー 2,503､000円 
・事務職員の配置 1,454､000円 
・地域健康づくり補助金 180､000円 

○事業周知にかかる経費（年４回広報折込み） 
1,114､000円 

○地域健康づくり補助金（４地区既存分） 
540､000円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 18,307千円 ４地区（西部、大曲、西の里、東部）生涯学習振
興会の支援 

拡大分 6,491千円 北広島団地地区生涯学習振興会の設立 
事業周知にかかる経費を支援 

平成 
29 
年度 

既存分 18,307千円 ４地区（西部、大曲、西の里、東部）生涯学習振
興会の支援 

拡大分 6,491千円 団地地区生涯学習振興会の支援 
事業周知にかかる経費を支援 

平成 
30 
年度 

既存分 18,307千円 ４地区（西部、大曲、西の里、東部）生涯学習振
興会の支援 

拡大分 6,491千円 団地地区生涯学習振興会の支援 
事業周知にかかる経費を支援 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 きたひろしま３０㎞ロードレース連携事業 

拡  大 政策 8 施策 22 番号 286 

事業概要 
本市の魅力を発信するとともに、まちの活性化と市民の健康増進を図るため、きたひろし

ま３０㎞ロードレースを開催し、全国から訪れる参加者に参加記念品を提供する。 

 

 ＠300円×1,000個×1.08＝324,000円 

 ※きたひろ畑のプティング（北広島産のジャガイモをたっぷりと使い、かぼちゃ等を合わ

せたスイーツ／㈱見方）を予定している。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 0千円 きたひろしま30㎞ロードレース実行委員会への
支援 

拡大分 324千円 参加記念品を提供する。 

平成 
29 
年度 

既存分 0千円 きたひろしま30㎞ロードレース実行委員会への
支援 

拡大分 324千円 参加記念品を提供する。 

平成 
30 
年度 

既存分 0千円 きたひろしま30㎞ロードレース実行委員会への
支援 

拡大分 324千円 参加記念品を提供する。 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 市民スポーツ活動推進事業 

拡  大 政策 8 施策 22 番号 288 

事業概要 
事業の見直しを行い、スポーツ・健康づくり事業を展開する。 

 
○健康づくり事業として、新たに高齢者対象等の事業を実施 

100,000円（＠10,000円×５回×２カ所） 
○30キロ歩ける会を委託して実施 
委託費 110,000円（＠10,000円×3人、5,000円×10人+その他経費） 

○オリエンテーリング大会の実施 
  50,000円 
○スナッグゴルフ参加賞の見直し 

3,000円（300円×30人（100円増額）） 
○ティーボール大会支援（広告料）の継続 

200,000円 
 ○平成30年度近隣３市パークゴルフ大会実施 

86,400円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 400千円 
・障がい者ｽﾎﾟｰﾂ大会の支援 

・ｽｰﾊﾟｰﾄﾞｯｼﾞﾎﾞｰﾙ大会ほかスポーツ・レクリェー

ション活動の実施 

拡大分 463千円 ・健康づくり事業・ティボール大会支援 
・事業委託 

平成 
29 
年度 

既存分 257千円 
・障がい者ｽﾎﾟｰﾂ大会の支援 

・ｽｰﾊﾟｰﾄﾞｯｼﾞﾎﾞｰﾙ大会ほかスポーツ・レクリェー

ション活動の実施 

拡大分 463千円 ・健康づくり事業・ティボール大会支援 
・事業委託 

平成 
30 
年度 

既存分 257千円 
・障がい者ｽﾎﾟｰﾂ大会の支援 

・ｽｰﾊﾟｰﾄﾞｯｼﾞﾎﾞｰﾙ大会ほかスポーツ・レクリェー

ション活動の実施 

拡大分 550千円 ・健康づくり事業・ティボール大会支援 
・事業委託・近隣 3市パークゴルフ大会 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 スポーツアカデミー事業 

拡  大 政策 8 施策 23 番号 290 

事業概要 
ジュニアスポーツ選手の育成強化を図るため、中学校部活動へのアスリートの派遣などに

係る経費を拡大する。 

 

○中学校部活動支援事業を委託して実施 
224,000円（＠30,000円×６校+その他経費） 

○チャレンジジュニアスクールを委託して実施 
170,000円（＠20,000円×３人+その他経費） 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 1,109千円 ジュニアスポーツ選手強化事業、底辺拡大事業、
指導者養成事業の実施。 

拡大分 394千円 事業の委託 

平成 
29 
年度 

既存分 1,109千円 ジュニアスポーツ選手強化事業、底辺拡大事業、
指導者養成事業の実施。 

拡大分 394千円 事業の委託 

平成 
30 
年度 

既存分 1,109千円 ジュニアスポーツ選手強化事業、底辺拡大事業、
指導者養成事業の実施。 

拡大分 394千円 事業の委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 学校施設（体育館）開放事業 

拡  大 政策 8 施策 24 番号 293 

事業概要 
有料化に伴い、管理体制を充実させるため、管理の委託化を行う。 
 
○学校開放管理業務を委託して実施 
委託費 6,972,480円（＠1,000円×2.5時間×12日×12カ月×13校×1.08） 
                (＠1,000円×148時間×12カ月×1校×1.08) 
消耗品費 14,000円 
役務費 25,000円 
備品購入費 54,000円 
事業費合計 7,065,480円 

 
  差額分 1,792,480円 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 5,273千円 市内小中学校の体育館で実施（14校） 

拡大分 1,793千円 市内小中学校の体育館で実施（14校） 
管理委託 

平成 
29 
年度 

既存分 5,273千円 市内小中学校の体育館で実施（14校） 

拡大分 1,793千円 市内小中学校の体育館で実施（14校） 
管理委託 

平成 
30 
年度 

既存分 5,273千円 市内小中学校の体育館で実施（14校） 

拡大分 1,793千円 市内小中学校の体育館で実施（14校） 
管理委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

社会教育課 

事業名 自然の森キャンプ場整備事業 

拡  大 政策 8 施策 3 番号 372 

事業概要 
不足している駐車場を確保するため、隣地を賃貸借するなど、対応を検討する。 

 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 0千円  

拡大分 －  

平成 
29 
年度 

既存分 0千円  

拡大分 －  

平成 
30 
年度 

既存分 0千円  

拡大分 －  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

 エコミュージアムセンター 

事業名 エコミュージアムセンター 

拡  大 政策 5 施策 16 番号 266 

事業概要 
 平成２７年度に指定する「サテライト」３ヵ所を指定する予定であり、地域遺産を表示す

る説明板、案内板を設置する。 
エコミュージアムセンターがオープンして１年が経過し、センター全体の事務量を捉えた

中で、膨大な量の所蔵資料の整理とシステム入力やエコミュージアム全体に係る事務遂行の

ための経費として、業務委託等の経費を計上する。 
（経費合計 3,100千円）  

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

既存分 5,708千円 
常設展・特別展・企画展の実施。まちを好きになる市民大学

の開講。市内見学バスツアーの実施。 
郷土学習・講演会の開催。 

拡大分 3,100千円 郷土学習・講演会の開催。サテライト（発見の小道）案内標
柱等の設置。所蔵資料等整理業務委託 

平成 
29 
年度 

既存分 5,708千円 
常設展・特別展・企画展の実施。まちを好きになる市民大学

の開講。市内見学バスツアーの実施。 
郷土学習・講演会の開催。 

拡大分 3,100千円 郷土学習・講演会の開催。サテライト（発見の小道）案内標
柱等の設置。所蔵資料等整理業務委託 

平成 
30 
年度 

既存分 5,708千円 
常設展・特別展・企画展の実施。まちを好きになる市民大学

の開講。市内見学バスツアーの実施。 
郷土学習・講演会の開催。 

拡大分 3,100千円 郷土学習・講演会の開催。サテライト（発見の小道）案内標
柱等の設置。所蔵資料等整理業務委託 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 学校 ICT環境整備事業 

見直し工夫 政策 １ 施策 ４ 番号 ２１２ 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
 
平成 29年度当初に予定していた校務システムの導入を前倒しし、平成 28年 10月からの
導入を図る。 
経費は、平成 28年度に予定していた教育用サーバ更新の平成 27年度前倒し実施と、平成

27年度校務用ＰＣ更新に伴う償還額の減額により、事業費を拡大せずに実施する。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

変更前 78,221千円 
・校務用 PC100台更新（H23導入分） 
・教育用サーバ更新 ～ H27実施済 
・教室用プロジェクター更新（中学校） 

変更後 78,133千円 
・校務用 PC100台更新（H23導入分） 
・教室用プロジェクター更新（中学校） 
・校務システム導入、運用 

平成 
29 
年度 

変更前 86,635千円 
・校務用 PC100台更新（H23導入分） 
・教室用プロジェクター更新（小学校） 
・校務システム導入、運用 

変更後 73,482千円 
・校務用 PC100台更新（H23導入分） 
・教室用プロジェクター更新（小学校） 
・校務システム運用 

平成 
30 
年度 

変更前 99,445千円 

・中学校教育用 PC280台更新（H24導入分） 
・電子黒板ユニット更新 
・中学校教育用コンテンツ更新 
・校務システム運用 

変更後 76,868千円 

・中学校 PC教室更新 280台（H24導入分） 
・電子黒板ユニット更新 
・中学校教育用コンテンツ更新 
・校務システム運用 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

教育総務課 

事業名 東部中学校校舎大規模改造事業 

見直し 政策 2 施策 9 番号 257 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
工事施工にあたり、実施年度の空き教室等の確保が難しいことから、実施時期を平成 29年

度の単年度から平成 29～30年度の 2ヶ年に変更する。 
 
  校舎：鉄筋コンクリート造3階建て 延べ床面積 5,741㎡ 
 
  平成29年度  

屋上防水及び外壁塗装および内部改修（普通教室等の一部） 
工事：274,400千円 
工事監理：4,800千円 

 
  平成30年度  
   内部改修    

工事：182,900千円 
工事監理：3,400千円 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

変更前   

変更後   

平成 
29 
年度 

変更前 427,400千円 屋上防水及び外壁塗装および内部改修 

変更後 279,200千円 屋上防水及び外壁塗装および内部改修（普通教室
等の一部） 

平成 
30 
年度 

変更前   

変更後 186,300千円 内部改修 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 青少年健全育成連絡協議会支援事業 

見直し・工夫・その他

（    ） 政策 3 施策 12 番号 254 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
 
 施策：地域が支える健全育成活動の充実 
 各健全育成連絡協議会への補助金経費を「青少年健全育成事業」に統合する。 
  
 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

変更前 450千円 各青少年健全育成連絡協議会への支援 

変更後 0千円  

平成 

29 

年度 

変更前 450千円 各青少年健全育成連絡協議会への支援 

変更後 0千円  

平成 

30 

年度 

変更前 450千円 各青少年健全育成連絡協議会への支援 

変更後 0千円  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 青少年健全育成啓発事業 

見直し・工夫・その他

（    ） 政策 3 施策 11 番号 311 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
 
 施策：教育相談体制の充実 
 青少年健全育成大会や安心安全講演会、きずなの印刷・送付経費の経費を「青少年健全育

成事業」に統合する。 
  
 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

変更前 336千円 
健全育成大会、安全安心講演会 
「きずな」の印刷・送付 

変更後 0千円  

平成 

29 

年度 

変更前 336千円 
健全育成大会、安全安心講演会 
「きずな」の印刷・送付 

変更後 0千円  

平成 

30 

年度 

変更前 336千円 
健全育成大会、安全安心講演会 
「きずな」の印刷・送付 

変更後 0千円  

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 青少年健全育成事業（事業名変更） 

見直し・工夫・その他

（    ） 政策 3 施策 12 番号 253 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
 
 施策：地域が支える健全育成活動の充実 
 ・「事業番号 253 青少年健全育成振興事業」と「事業番号 254 青少年健全育成連絡協議

会支援事業」と「事業番号311 青少年健全育成啓発事業」を統合し、「青少年健全育成

事業」とする。 
  
  
 ・青少年健全育成啓発事業の安全安心講演会経費については、過去 3 年間実施実績がない

ことや安全安心の取組は、各学校において実施しているため、計上しない。 
 
 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

変更前 65千円 
青少年体験交流事業、青春メッセージ、青少年養成リ

ーダーの育成事業 

変更後 821千円 

青少年体験交流事業、青春メッセージ、青少年養成リ

ーダーの育成事業、各地区健育協への支援、健全育成

大会、「きずな」の発行 

平成 

29 

年度 

変更前 65千円 
青少年体験交流事業、青春メッセージ、青少年養成リ

ーダーの育成事業 

変更後 821千円 

青少年体験交流事業、青春メッセージ、青少年養成リ

ーダーの育成事業、各地区健育協への支援、健全育成

大会、「きずな」の発行 

平成 

30 

年度 

変更前 65千円 
青少年体験交流事業、青春メッセージ、青少年養成リ

ーダーの育成事業 

変更後 821千円 

青少年体験交流事業、青春メッセージ、青少年養成リ

ーダーの育成事業、各地区健育協への支援、健全育成

大会、「きずな」の発行 

 



 

 

2016推進計画 個別事業調書 

学校教育課 

事業名 青少年安全対策事業 

見直し・工夫・その他

（    ） 政策 3 施策 12 番号 256 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
平成21年度に導入した「子ども安全安心通報システム」（＝不審者情報のメール配信）については、

当時は実現可能な手法が限られたため、庁内システムとして構築（行政管理課にサーバー設置）した。

開発元が北見の業者であることから障害発生時の対応に時間を要する問題がある、また、導入から 5

年経過してサーバーの基本ソフト（OS）のサポート期限が近づいている（H29年3月末）ことから再構

築をすべき時期にきているものの、再構築コストの負担については、可能な限り抑制すべきである。 

現状主流となっているのは自庁システム方式ではなく、サービス利用方式であり、障害発生時の迅

速な対応が期待できること、この方式では導入コストについても抑制が期待できること（2,835千円→

884千円）から新方式への移行を行いたい。 
 また、現在保育課が学童クラブの保護者宛てに緊急連絡用としてメール配信導入を考えており、当

課と件数案分することで導入経費を抑制できる。 
 《保守経費》                     《導入経費》 
  
 
 
 
 
 
 ※通学路安全指導員については、今後交通安全指導員への移行を進める。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 

28 

年度 

変更前 8,877千円 

専任指導員による補導巡視活動、不審者対応、生徒指導上の諸問題

に対する対応。不審者情報のメール配信、スクールガードリーダー

による通学路等の安全確認。通学路安全指導員による登下校時のパ

トロールを実施 

変更後 9,719千円 上記に加え、不審者情報の新システム移行にかかる初期経費 

平成 

29 

年度 

変更前 8,929千円 

専任指導員による補導巡視活動、不審者対応、生徒指導上の諸問題

に対する対応。不審者情報のメール配信、スクールガードリーダー

による通学路等の安全確認。通学路安全指導員による登下校時のパ

トロールを実施 

変更後 8,944千円 同上 

平成 

30 

年度 

変更前 8,929千円 

専任指導員による補導巡視活動、不審者対応、生徒指導上の諸問題

に対する対応。不審者情報のメール配信、スクールガードリーダー

による通学路等の安全確認。通学路安全指導員による登下校時のパ

トロールを実施 

変更後 8,944千円 同上 

 

現行 変更後 差額 案分額 件数

平成28年 767,000 500,256 ▲ 266,744 学校教育課 897,480 700

平成29年 767,000 500,256 ▲ 266,744 保　育  課 1,019,520 700

平成30年 767,000 500,256 ▲ 266,744 合計 1,917,000 1,400

合計 2,301,000 1,500,768 ▲ 800,232



 

 

２０１６推進計画個別事業調書 

文化課 

事業名 文化施設修繕事業 

その他（一部見直し） 政策 7 施策 20 番号 278 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
【事業概要】 
 文化施設の安全性や利便性などの機能維持を図るため、各機器等の耐用年数なども考慮し

ながら、保守点検等で不具合が確認された設備や箇所を計画的に修繕する。 
（見直し 6内容・工夫事項） 
 平成26年度以降の４カ年計画で実施した屋上防水工事を平成 29年度で完了する。 
平成 27年度に引き続き平成 28年度も、椅子修理特に痛みの激しい館内の椅子の張替えを実
施する。また練習室の床の床も張替え実施する。 
その他  
 保守点検等で不具合が確認された設備や箇所を部分的修繕が発生した際は、計画の修繕費

用の他にある程度の支出予算の必要である。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

変更前 24,460千円 ガレリア・図書館屋上防水改修工事（その３）／
非常誘導灯交換工事 

変更後 33,228千円 

ガレリア・図書館屋上防水改修工事（その３）22, 
340／非常誘導灯交換工事 6,256／練習室床修繕
3,132千円／文化施設内椅子修繕 1,500千円 
建築課積算による変更 

平成 
29 
年度 

変更前 26,927千円 ガレリア・図書館屋上防水改修工事（その４）／
図書館空調設備修繕 4,147 

変更後 27,347千円 
ガレリア・図書館屋上防水改修工事（その４）

23,200／図書館空調設備修繕 4,147 
建築課積算による変更 

平成 
30 
年度 

変更前 30,000千円 シーリング・インターロッキング改修工事 

変更後 30,000千円 なし 

 



 

 

２０１６推進計画個別事業調書 

給食センター 

事業名 学校給食公会計化事業 

その他（見直し） 政策 １ 施策 ５ 番号 350 

事業概要 （見直し内容・工夫事項） 
【事業概要】 
 適正で透明な会計処理及び給食収納に係る教職員の事務負担の軽減のため、収納管理シス

テムを構築し、学校給食費の公会計化を実施する。 
 
（見直し内容） 
市において収納管理の一元化を行うよう進めていることから、平成 29年度から実施するよ

う見直す。 

年
度
別
事
業
計
画 

年度 
計   画   内   容 

区分 事業費 事  業  内  容 

平成 
28 
年度 

変更前 9,983千円 収納管理システムの構築、給食管理システムの変
更 

変更後 0千円  

平成 
29 
年度 

変更前 4,627千円 公会計による給食費会計の運営 

変更後 10,122千円 収納管理システムの構築、給食管理システムの変
更 

平成 
30 
年度 

変更前 4,627千円 公会計による給食費会計の運営 

変更後 4,666千円 公会計による給食費会計の運営 
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